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福島大学長

今 野 順 夫

１． トップメッセージ

福島大学は、平成16年10月の全学再編により、伝統ある人文社会科学系学域とともに、自然科学

系学域を創設し、「自由・自治・自立の精神の尊重」、「教育重視の人材育成大学」、「文理融合の教

育・研究の推進」、「グロ－バルに考え地域とともに歩む」を理念とした総合大学として、再スタ－トを

持続性あるエコキャンパスをめざして
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緑豊かな自然環境を維持し、全構成員がこれまで以上に環境問題に関心を持ち、積極的に関与

し、文系と理系それぞれの知的財産を生かして、持続性あるエコキャンパスをめざしていきます。

国立大学法人福島大学長 今野 順夫

平成21年 8月 3日

育 研究の推進」、「グロ バルに考え地域とともに歩む」を理念とした総合大学として、再スタ トを

切りました。この中でキャンパスアメニティの整備・促進や環境対策に取り組んでまいりました。一方

社会情勢は、「京都議定書」の約束期間が昨年（平成20年）4月から始まっており、今年はポスト京都

議定書の世界的な枠組み交渉がいよいよ大詰めを迎え、一層の環境配慮の方向性が求められてお

ります。

本学は、これまで、環境配慮の研究開発、環境教育はもとより、省エネルギ－活動、リサイクル活

動、ゴミの減量化・分別、吹付けアスベスト処理等を行ってまいりましたが、創設された共生システム

理工学類の環境システムマネジメント専攻を中心として、環境をめぐる教育研究を強力に推進してい

ます。また附属学校園においても、学習活動、委員会活動、保護者との協力を通して環境教育に取り

組んでおります。

さらに平成20年4月には、大学院修士課程として新たに「共生システム理工学研究科」を設置し、研

究教育環境が充実されました。

平成18年 4月、共生システム理工学類の研究実験棟の完成によって、環境負荷が増加傾向にあり

ます。 今後、総合研究棟（理工系）の建設などに伴い新たな環境負荷の発生が予想されますが、よ

り一層のエネルギ-の効率的使用により環境負荷の削減を進めることとしております。

1



舟場町団地（国際交流会館、職員会館）

平成21年9月 (2009年9月) (次回発行は 平成22年9月を予定しています)

金谷川団地

新浜町団地（附属小学校）

・対象期間

【編集方針】

この「環境報告書」は、「環境情報の提供の促進等による特定事業者等の環境に配慮した事業活動

の促進に関する法律」に基づき、環境省によって提示された「環境報告書ガイドライン（2007年版）」を参

考に作成しています。今回、｢福島大学 環境報告２００８」(平成20年9月公表)を基に、20年度の環境負

荷等に関するデータを加え、環境報告書２００９」として取りまとめました。

環境報告書の作成に当たって

・対象団地（前回報告と同じ）

浜田町団地（附属中学校、附属幼稚園）

八木田団地（附属特別支援学校）

２．

【基本的要件】

なお、森合団地については、電気、都市ガス、上水道の使用量は、少量（基本料金内）のため対象外

とさせていただきました。

・発行年月

平成20年4月～平成21年3月 (2008年4月～2009年3月)

平成21年9月 (2009年9月) (次回発行は、平成22年9月を予定しています)

・関連公表資料 福島大学概要(２００８)、福島大学 大学案内(２０１０)

・作成部署・問い合わせ先

HPアドレス http://www.fukushima-u.ac.jp

〒960-1296 福島県福島市金谷川１番地

TEL 024-548-8023 FAX 024-548-6587 Eメール sisetu@as1.adb.fukushima-u.ac.jp

※この報告書は、福島大学ホームページでも公表しています。

福島大学 事業支援部門 施設マネジメントグループ

発行年月
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大学概要

国
立
大
学
法
人

役員会

共生システム理工学類理 工 学 群

大 学 院

(2009年4月より教育学研究科を改組)

３．

学長選考会議

行 政 政 策 学 類

経 営 協 議 会

福島大学機構・組織図

人 文 社 会 学 群

経 済 経 営 学 類

人 間 発 達 文 化 学 類

夜間主コース（現代教養コース）

地域政策科学研究科

人間発達文化研究科
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事 務 局

人
福
島
大
学
長

附 属 中 学 校

附 属 特 別 支 援 学 校

附 属 図 書 館

保 健 管 理 セ ン タ ー

学 系

教育研究評議会

監 事

附 属 小 学 校

附 属 幼 稚 園

総合教育研究センター

地域創造支援センター

総合情報処理センター

院

人 間 ・ 心 理 学 系

文 学 ・ 芸 術 学 系

健 康 ・ 運 動 学 系

外 国 語 ・ 外 国 文 化 学 系

法 律 ・ 政 治 学 系

社 会 ・ 歴 史 学 系

経 済 学 系

経 営 学 系

数 理 ・ 情 報 学 系

機 械 ・ 電 子 学 系

物 質 ・ ｴ ﾈ ﾙ ｷ ﾞ ｰ 学 系

生 命 ・ 環 境 学 系

経 済 学 研 究 科

共生システム理工学研究科
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学群・学類（教育組織 Educational System）

＜人文社会学群＞ Cluster of Human and Social Sciences

本学類は、人間の発達と文化の探求・創造に関心を持ち、現代社会の直面する人間の発達支援の課題に

積極的に貢献しようとする人材の育成を目指し、次の３専攻を置いて教育を行っている。すなわち、人間の発

達を深く理解し、自立をサポートする実践力と態度を育てる<人間発達専攻>、領域を超えた幅広い知識と現

代的課題に挑む問題意識と探究力の形成を目指す<文化探究専攻>、身体や感性の可能性を追求し、スポー

ツ・芸術を通して地域文化を創造する<スポーツ・芸術創造専攻>である。

学類・夜間主コース・学系

本学類では、学校教員を始め、社会のさまざまな分野で活躍する新時代の教育関係者、人間発達の支援者

を養成する。教員免許状は学生の意思に基づく選択制で、長い伝統と実績を誇る旧教育学部時代とほぼ同

様に取得することができる。学生一人ひとりの課題意識や将来の志望によって、それぞれ「学習クラス」に所

属し 自分の意思による「自己カリキ ラム を組むことのできるシステムとな ている また 複数教員による

EDUCATIONAL AND RESEARCH SYSTEMS

福島大学では、平成16年10月より教育組織と研究組織を分離した「学群・学類・学系制」を導入した。これま

での教育、行政社会、経済の3学部を人文社会学群と理工学群に再編し、人文社会学群に人間発達文化、行

政政策、経済経営の3学類、理工学群に共生システム理工学類を設置し、17年4月から学生受入を開始した。

また、人文社会学群には夜間主コース（現代教養コース）を設置している。

人間発達文化学類 Ｆaculty of Ｈuman Ｄevelopment and Ｃulture

行政政策学類 Faculty of Administration and Social Sciences

経済経営学類 Faculty of Economics and Business Administration

前身である旧制福島高等商業学校、および経済学部の歴史と伝統を踏まえ、社会に役立つ専門的職業人

を送り出すため、カリキュラムの面では、以下の特徴を有する。経済経営の基礎知識（経済経営リテラシー）に

関わる科目（統計情報処理、簿記、経済用語の基礎等）の必修化、調査や実習の重視、外国語教育の充実、

きめ細かな履修指導などである。

経済経営の基礎的学習の後、2年生の後期からは専攻に所属することになる。専攻は以下の3つである。(1)

経済分析のための理論と分析手法を身につける「経済分析専攻」、(2)地域経済・地域社会の諸問題を学ぶ

〈地域経済政策コース〉と現代世界の共通性と多様性を学ぶ〈国際比較経済コース〉からなる「国際地域経済

専攻」、(3)企業の経営戦略を実践的に身につける〈ビジネス・マネジメントコース〉と主として会計学を中心に学

習する〈ビジネス・アカウンティングコース〉からなる「企業経営専攻」である。

本学類は法学・政治学と社会学を軸とする学際的な教育と研究を行うことによって 「公共的な精神を有した

地域社会の担い手を育成すること」を学類の教育目標に位置づけている。本学類は、法学専攻、地域と行政

専攻、社会と文化専攻の3つの専攻を立て、専門性と学際性の両立をはかっている。

21世紀は「地方の時代」と叫ばれて久しいが、地方分権化が進む一方で、自治体の財政問題、少子高齢

化、過疎化などの地域社会の課題は山積している。本学類（前身は行政社会学部）は、これまで多数の地方

公務員（県職員、市町村職員）、国家公務員（裁判所事務官、国税専門官を含む）、公共部門の担い手、民間

企業人等を輩出しており、グローバルな視点をもちながら、地域社会に根ざした優れた人材を育成している。

属し、自分の意思による「自己カリキュラム」を組むことのできるシステムとなっている。また、複数教員による

手厚いサポート体制を採り、学校教員になりたい人も、それ以外のさまざまな分野で活躍したい人も、それを

目指して一人ひとりの学びを実現できるようになっている。

4



夜間主コース（現代教養コース Course of Liberal Arts for Modern Society )

＜理工学群＞ Cluster of Science and Technology

共生システム理工学類 Faculty of Symbiotic Systems Science

福島大学における社会人教育の実績と成果を踏まえて、社会人の新たな学習ニーズに対応するため、全学再

編を機に人文社会学群の夜間主コースとして「現代教養コース」が設置された。コースの中は、人間発達文化学

類に対応する「文化教養モデル」、行政政策学類に対応する「法政策モデル」「コミュ二ティ共生モデル」、経済経

営学類に対応する「ビジネス探求モデル」の、4つの履修モデルがある。学生は、一年次には３学類の教員が担

当する３つの「教養演習」を受講し、さらに二年次には、４モデルに対応する４つの「基礎演習」を履修しつつ、い

ずれかのモデルを選択して学習する。履修基準は、緩やかに設定されており、昼間開講の開放科目など、原則と

して大学全体の科目の中から希望に応じて受講できる。

本学類は、21世紀の課題を解決し、私たちが安心・安全に生活するために、これまでの学問体系にはない理

学ー工学ー人文社会科学を融合した「共生の科学・技術」の構築を目指している。既存の学問域を融合したシス

テム思考のもとに「人と環境の共生」・「人と産業の共生」・「産業と環境の共生」の３領域で教育研究を展開する。

「人間支援システム専攻」では、人理解を中心とした、人支援の科学を発展させる。「産業システム工学専攻」で

は、環境との共生を図り、持続循環型産業システム科学を発展させる。「環境システムマネジメント専攻」では、自

然資源の保全・浄化・管理計画の科学を発展させる。また、理工学類に対応した研究科を2008(平成20)年4月に

開設し、高度な知識を有する専門職業人の育成を目指している。

学 系 Researchers’ Department （研究組織 Research System）

健康 ・ 運動学系 Health and Sports Sciences

現代を生きる全ての人間に必要不可欠な「身体リテラシー」に関して、スタッフの多様な専門性を生かし、研究と
教育に取り組んでいる。

外国語 ・ 外国文化学系 Foreign Languages and Cultures

外国の言語・文化等について共同研究を追及し、個人研究も含めた成果を公表するとともに、地域還元の一環と
して地域社会の諸活動を支援する。

12の研究組織「学系」が組織され、全ての教員はその専門領域によりいずれかの学系に所属して研究活動に従事

している。学系は各教員の日常的な研究の基盤組織であるとともに、複数学系の連携、学類教育との連携、近隣大

学の教員との研究協力、地域社会のニーズを踏まえた多種多様な研究プロジェクト、国際的な研究者連携などを展

開し、福島大学の研究水準の維持・向上と地域貢献に寄与している。

人間 ・ 心理学系 Human Sciences

多分野の研究者による共同プロジェクトを発足させ、人間存在の多角的・総合的な理解と、発達・教育・福祉の諸
問題への有効な方策を探求する。

文学 ・ 芸術学系 Arts and Literature

文学・美術・音楽の近代化の研究、東アジアの文化と教育の比較論的研究、まちづくりと芸術プロジェクトの連携
の研究を進め、地域還元する。
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経営学系 Business Administration

「グローバリゼーションとわが国企業のあり方」の研究テーマで国際交流提携校との共同研究による国

市場経済のシステムとパフォーマンス、世界経済・日本経済・地域経済の再生プログラム、グローバリ
ゼーションと国民経済の変容を研究する。

法律 ・ 政治学系 Law and Politics

地域行政組織や社会的諸集団が直面する再編と改革の課題や新たな地域での役割と在り様に関して、
地域研究団体と協力して総合的研究を行う。

社会 ・ 歴史学系 History and Society

「地域社会の総合的研究」。社会学、歴史学の方法で、地域社会の構造と変動につき研究する。共同研
究を行い、成果は地域社会と共有したい。

経済学系 Economics

6

物質 ・ エネルギー学系 Physical and Energy Sciences

材料・資源・エネルギーの観点から、機能性物質の創製および応用研究を行うとともに、地域の技術者・
研究者との産官学連携も目指す。

生命 ・ 環境学系 Life and Environmental Sciences

生命の多様性に関する研究、自然環境や人間活動の総体としての社会環境に関する研究などを通して
豊かな環境を形成する方法の構築を目指す。

グロ バリゼ ションとわが国企業のあり方」の研究テ マで国際交流提携校との共同研究による国
際経営比較を行い、研究成果を公表する。

数理 ・ 情報学系 Mathematics and lnformation Technology

本学系では研究会を立ち上げ、お互いの研究内容を紹介したり、研究上の交流を深めている。また、プ
ロジェクト研究として、地域における工場間の連携による産業活力創出について調査研究を予定してい
る。

機械 ・ 電子学系 Mechanical and Electrical Engineering

メカトロ二クス技術と心理学・生理学の知見を融合することにより、安全安心で快適な生活を実現するた
めの新しいシステムを開発する。
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行政社会学部・地域政策科学研究科
Faculty of Administration and Social Sciences
Graduate School of Publicy Policy and Regional Administration

学部・研究科

教育学部・教育学研究科 Ｆaculty of Education/Graduate School of Education

教師を養成する機関として、師範学校時代を通算すると120年余の伝統を持つ教育学部には、学校教育教
員養成課程、生涯教育課程がある。学校教育教員養成課程は教員免許状必須制であり。幼稚園、小学校、
中学校、高等学校、及び特別支援学校の教員を養成する各コ－スがある。生涯教育課程は、新時代の要請
に応える生涯教育に携わる人材の育成のため、スポ－ツ健康、臨床教育心理、情報科学教育、環境科学教
育の４コ－スを置いている。

教育学研究科には、学校教育（１専攻：学校教育）、教科教育（８専攻：国語教育、社会科教育、数学教育、
音楽教育、美術教育、保健体育、家政教育、英語教育）、学校臨床心理（３領域：臨床心理、教育実践、教育
福祉臨床）の３専攻があり、学部からの進学者の教育とともに、現職教員の研修の場として貢献してきてい
る。とくに、独立専攻である学校臨床心理専攻は昼夜開講制をとっており、郡山市、いわき市、会津若松市に
遠隔教室がある。

ＵＮＤＥＲＧＲＡＤＵＡＴＥ/ＧＲＡＤＵＡＴＥ ＳＣＨＯＯＬＳ

1987（昭和62）年、地域社会を多角的視野にたって学ぶとともに、幅広い教養と総合的な判断力を培い、豊
かな人間性を涵養することを目的とする日本で最初のユニ－クな学部（２学科９講座、昼夜開講制）として設
置された。その目的を実現するために、法学、政治学及び社会学を軸に、社会情報関係の学問もとりいれ、既
存の学問分野の枠をこえた学際的な観点からの教育・研究を展開している。

地域政策科学研究科は、行政社会学部を基礎に、より高度の専門的職業人の養成を目的として、1993（平
成5）年４月に発足 従来のような伝統的学問領域の研究者養成を直接の目的とした大学院とは異なり 以下
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経済学部・経済学研究科 Faculty of Economics/Graduate School of Economics

共生システム理工学研究科
Graduate School of Symbiotic Systems Science and Technology

●地域政策の考察

福島高商以来80余年の伝統を持つ経済学部は、課程制の下に、昼間主コースには４課程４専攻を、夜間主

コースには２課程２専攻を置き、国際化に対応した企業人や、地域に貢献しうる人材の育成を目標にして、充

実した少人数教育を行ってきた。

また、経済学研究科は経済、経営の２専攻のもとに４つのコ－スを設けている。理論経済学・経済史コ－ス、
地域経済政策コ－ス、国際経済社会コ－ス、経営管理コ－スであり、それぞれ特色を持たせながら、高度職
業人養成を主眼とする教育を進めている。なお東北税理士会と提携した集中特別講義なども行っている。

成5）年４月に発足。従来のような伝統的学問領域の研究者養成を直接の目的とした大学院とは異なり、以下
のような特色がある。

地域社会のかかえる諸問題の把握、その解決策としての政策課題を提起する力量の形成、及びそ
の政策課題の政治・行政過程における具体化を学問的に考察。

●昼夜開講制と社会人特別枠

教育学部・行政社会学部・経済学部は平成17年度より、教育学研究科は平成21年度より学生募集停止。※

但し、学生在学中は存続。

定員の過半数を社会人特別枠にあて、社会人院生が学びやすいよう昼夜開講制を採用。

昼間主コ－スの４課程は現代経済課程、企業経営課程、国際経済社会課程、産業情報工学課程であり、夜
間主コ－スは地域経済専攻、地域企業経営専攻である。

共生システム理工学研究科は、人・産業・環境の共生を新たな枠組みの学問体系で捉えるシステム科学を
基盤とし、２１世紀の複雑な課題の解決に実践的に貢献できる高度専門職業人・研究者を育成することを目
標に掲げて、2008（平成20）年４月に開設した。共生システム理工学専攻の中に５分野（人間・機械システム、
産業システム、環境システム、数理・情報科学、物質科学）を設けて、それぞれの分野の連携を通して、新た
な課題の解決に対応できる実践的な人材を育成する教育研究体制を採用している。

7



蔵書数 BOOKS AND PERIODICALS
2009.3.31

和書 洋書 計
Foreign Total Domestic Foreign Total

225,293 833,420 10,304 3,064 13,368

平成20年度利用状況 UTILIZATION

年間 一日平均 年間 一日平均
per year per day per year per day

館外貸出 Loan 18,188 52.3 45,241 130.0

14,987 43.1 33,450 96.1

1,513 4.3 4,688 13.5

728 2.1 4,168 12.0

Domestic

608,127

区 分
人 数 Persons 冊 数 Volumes

Division

学部学生
Undergraduates

大学院学生
Graduate Students

教職員
Faculty and Staff

学外者

学内施設等
RESEARCH FACILITIES

附属図書館 LIBRARY

和書 洋書 計
雑 誌 Periodicals

主なコレクション

文 庫

大塚久雄文庫
故大塚久雄先生旧蔵の図書・雑誌・資料を

受贈。その数、合わせて図書6,058冊、雑誌約

212タイトル、抜刷約1,682点、その他、ノ－

ト、原稿、講演テ－プ、色紙、写真、住所録

等個人資料一山。

今野源八郎旧蔵書
故今野源八郎先生旧蔵の図書・雑誌・資

料を受贈。その数､和洋合わせて図書4,455冊,
雑誌294タイトル、資料13,553点、その他、

パンフレット、リ－フレット、地図、抜刷、

コピ－など一山。

その他、藤本文庫、藤田文庫、栗原文庫、二宮

文庫、大森文庫、川村重和教授旧蔵書、松井秀

親教授旧蔵書、三宅皓士教授旧蔵書、岡本友孝

教授旧蔵書、佐藤恒久教授旧蔵書、珠玖拓治教

授旧蔵書等
960 2.8 2,935 8.4

292,871 842 － －

(内日曜日 48日)

(内 祝 日 12日)

附属図書館 閲 覧 室

学外者
External Users

入館者数
Number of Visitors

開館日数 348日

(内土曜日 48日)

授旧蔵書等。

大型コレクション
〔19～20世紀ロシア･ソビエト研究覯稀資集〕

〔ロシア帝国・ソビエト連邦法令集〕

〔帝政ロシア及び現代ソビエト社会・経済研究

第１部、同第２部〕

〔体育教育の歴史〕
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保健管理センター Healthcare Center

1981(昭56）年4月に設置され、1982（昭57）年3月に専用の建物が竣工。同

年4月より本格的に業務が開始された。本センターでは、学生および教職員の

健康の保持増進を図るために、保健管理に関する専門業務を行っている。具

体的には、保健管理計画の企画及び立案、定期及び臨時の健康診断、精神

的及び身体的健康相談、外傷・急病の応急処置、カウンセリングなどである。

新たな知の創造を目指して地域と大学との協働・連携を推進するセンタ－と

して、共同・受託研究、技術・経営相談、地域活性化フォーラムの開催、地域

の経済社会に関 する調査研究及び資料収集などを組織的に行うとともに市

2001(平13)年4月に大学における研究や教育の成果等の知的財産を地域

の活性化や広い専門分野にわたる優れた人材の育成に役立てていくことを目

的として設置された本センタ－は、2008(平20)年4月より、教育面における社

会貢献である｢生涯学習活動｣を推進するために1995(平7)年4月に設置された

生涯学習教育研究センタ－と統合し、新たなセンタ－として生まれ変わった。

地域創造支援センター(ＣＥＲＡ) Center for Regional Affairs

民向けに開講する｢公開講座｣や正規授業を市民一般にも開放する｢公開授

業｣に関する全体的な企画運営や広報及び自治体が計画する講座授業への

助言や学内教員の派遣等も行っている。 また、旧植民地資料や松川事件関

係資料など貴重な資料を保有し公開している。

旧教育学部附属教育実践総合センターを拡充・改組して、「教育改革に関

する調査・研究を行なうとともに、本学の教育活動及び教育支援活動を総合

的に支援する」ことを目的に、2005(平17)年4月に設置した。

FD(Faculty Development)、キャリア開発教育研究、教職履修、教育相談

（附属臨床心理・教育相談室を併設）、現職研修の5部門と教育企画室を有す

る組織となり、主な業務として、教育活動の質の維持・向上・改善、キャリア開

発及び就職支援、全学の教師志望者への支援、教育現場等からの教育相

談、現職教職員研修及び学校教育関係機関との連携、その他センターの目

的を達成するために必要な業務等を行う。

総合情報処理センター Information Network Center

学術研究・情報教育の高度化・多様化、社会における一層の情報化進展に

対応するために「情報処理センター」が1987(昭62)年に設置され、その後更に

教育研究・地域連携のための情報発信など多様な役割を担うべく2003(平15)

年に名称を変更した。この施設には、5つの演習室と334台のパソコン、自習用

のコーナーやネットワーク構築実習及び実験を行う情報実験室がある。また、

2001(平13)年からは、学生寮や大学会館などで学内無線LAN の利用が可能

となった。

総合教育研究センター Center for Research and Development of Education
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講師 助教 計

学長 Lecturers Assistant Sub Total

Ｐｒｅｓｉｄｅｎｔ Professors

役員
Ｎｕｍｂｅｒ of Present Staff

人間発達文化学類
Faculty of Human Development and Culture

行政政策学類
Faculty of Administration and Social Sciences

経済経営学類
Faculty of Economics and Business Administration

共生システム理工学類
Faculty of Symbiotic Systems Science

附属図書館
University Library

保健管理センター
Healthcare Center

地域創造支援センター
Center for Regional Affairs

総合情報処理センター
Information Network Center

総合教育研究センター
Center for Research and Development of Education

附属小学校
Elementary School

附属中学校
Junior High School

附属特別支援学校
Special Needs Education School

附属幼稚園

54

1

50

54

1 50

2

28 25 1

区 分 Division

115 1

1

4＊1 1

役員 Directors

Number of Regular Staff
1

現 員
2＊2

2＊2

22 26

監事理事・副学長

Ａｕｄｉｔｏｒ

1

Ｖｉｃｅ President

30

1

82

3

3

附属学校教員 事務系職員

137

准教授 助手

3

2008.10.1

Teachers of Special School

86

1

1

1

6

1 4＊1

25 28

1 257

53 53

0

合計
Totalprofessors InstructorsAssociate

Professors

教授

82

480

7 7

52

Administration Officers

132

11

22

33

6

22

22

4

2727

33

役 職 員 数
NUMBER OF FACULTY AND STAFF

4附属幼稚園
Kindergarten

事務局
Ａｄｍｉｎｉｓｔｒａｔｉｏｎ Bureau

17 18 19 20
2005 2006 2007 2008

夜 間 主 コ ー ス
(現代教養コース）

159 151 127 191

79 80 64 106

学群・学類・学部学生総数 4,318
120

4,438
学生寮入寮者数 2008.5.1

男子学生数 332
女子学生数 148

480

合 計

合 計

大学院生総数

Economics

共生システム理工学研究科

47

18

Education

地域政策科学研究科

Number of Applicants

入 学 者

入 学 者
Number of Students Admitted

199

Economics

13

入 学 志 願 者
Number of Applicants

Number of Students Admitted
入 学 者Total

合 計

※ 編入学・学士入学は除く。
※ 外国人留学生を含む。

学生総数 2008.5.1

人
文
社
会
学
群

48

30入 学 者
Number of Students Admitted

Number of Applicants
入 学 志 願 者

研究科 Graduate School

教 育 学 研 究 科

41

1810

76入 学 志 願 者

入 学 志 願 者

Number of Applicants

Number of Applicants

Number of Students Admitted

入 学 者

Number of Applicants 713

246

年度 Year

入 学 志 願 者

入 学 者

36

学群・学類 Cluster・Faculty

2008.5.1

19 20 18

26 32 29 23

17

28

10

136136＊3

92

50

95

24

115

22

284

774

1,267

20
2008

Number of Applicants

※1 うち1名は非常勤理事
※2 監事は非常勤

行 政 政 策 学 類

Faculty of Human
Development and Culture

Number of Students Admitted

Number of Applicants経 済 学 研 究 科

入 学 志 願 者

入 学 志 願 者
Number of Applicants

3,686

Number of Students Admitted

入 学 者

Number of Students Admitted

Number of Students Admitted

入 学 者

入 学 志 願 者

入 学 志 願 者
Number of Applicants

Number of Students Admitted

Number of Students Admitted

Number of Applicants

Number of Applicants

入 学 者

入 学 者

入 学 志 願 者

入 学 者

2,876

68
Number of Students Admitted

122

222入 学 者

学群・学類 UNDERGRADUATES

820

810

経 済 経 営 学 類
Faculty of Economics and
Business Administration

合 計

Sub Total

共 生 シ ス テ ム 理 工 学 類
Faculty of Symbiotic Systems
Science

入 学 者 1,019

入 学 志 願 者

入 学 志 願 者

入 学 志 願 者

C
luster

of
H

um
an

and
S
ocialS

ciences

計

C
luster

of
S
cience

and
T
echnology

理
工
学
群

Total

Course of Liberal Arts for
Modern Society

人 間 発 達 文 化 学 類

年度 Year

※3 各部局等に配置される職員を含む

2008.5.1 大 学 院 GRADUATE SCHOOL

Sub Total

計

Number of Students Admitted

199

810

Number of Applicants

4

Faculty of Administration and
Social Sciences

Public Policy and Regional

Number of Students Admitted

Administration

入学志願者及び入学者
NUMBER OF APPLICANTS AND ENROLLED STUDENTS

4
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キャンパスマップ
CAMPUS MAP

金谷川キャンパスマップ
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環境配慮方針

1 .

2 .

3 .

4 .

5 .

6 . 環境マネジメントシステムを確立し、内部監査の実施など随時見直しを行いながら継続

的な改善を図ります。

教育・研究活動によって発生する地球環境への負荷の低減に努めます。

環境関連法規及び基準等を遵守します。

地球環境、地域環境の保全・改善のための教育・研究活動を、地域社会と連携し推進し

ます。

基本理念

４．

環境を保全するための目標を定め、教職員、学生等と協力して達成に努めます。

豊かな自然を守り、環境に優しいキャンパスの保全に努めます。

基本方針

本学の教育・研究に伴う環境負荷の低減に努め、地域環境の保全や改善に向けた取組

みを実施します。
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環境目標実施計画

１．目標、実施計画

目 標 実施計画 適用法令等

学内掲示板等による節電の呼びかけ

節電呼びかけステッカ－、ポスタ－等の掲示

学内掲示板等による冷房温度設定の呼びかけ

学内掲示板等による節水の呼びかけ

節水呼びかけステッカー、ポスター等の掲示

学内掲示板等による用紙類削減の呼びかけ

学内資料の両面印刷の呼びかけ

排紙の裏面利用の促進

学内掲示板等による分別回収等の呼びかけ

資源ゴミ（リサイクル対象物）回収の呼びかけ

学内不要品の再利用の促進

５．

エネルギ－使用の
合理化に関する法
律(省エネ法)

廃棄物排出量の抑制 前年度以下

水使用量の削減 前年度以下

紙使用量の削減 前年度以下

－

学内掲示板等による暖房温度設定の呼びかけ

資源の有効な利用
の促進に関する法
律

－

前年比１％の削減燃料使用量の削減

福島大学全体として環境目標、実施計画を策定し、環境に配慮した活動を行っています。

項 目

電力使用量の削減 前年比１％の削減
エネルギ－使用の
合理化に関する法
律(省エネ法)

13

学内不要品の再利用の促進

グリ－ン購入(特定調達品目)を１００％推進

環境関係教育の充実

環境関係研究の充実

キャンパス内屋外全面禁煙の実施

分煙場所明示と受動喫煙の害についての広報活動

剪定枝等の再利用 植栽保全ででる剪定枝等のマルチング材への利用 －

一斉清掃の実施 教職員、学生対象での実施数の増 －

安全環境 学内危険箇所の点検を実施する 労働安全衛生法

ＰＴＡ（附属学校等）への保全活動の呼びかけ

環境への取組みについて地域社会に発信する

※ 福島大学の場合、対象化学物質の年間取扱量が基準に達していませんので、ＰＲＴＲ制度の対象者になっていません。

環境教育の充実 －

健康増進法

学内美化

地域社会 地域での環境保全活動 －

喫煙者対策 ２０１０年１月大学敷地内全面禁煙

環境教育・研究

学生に教育を行い、分別回収の呼びかけ

※特定化学物質の環
境への排出量の把握
等及び管理の改善の
促進に関する法律
(PRTR法)

学生に教育を行い、実験器具の洗浄方法等の徹底の呼びかけ 下水道法

２０１６年７月までに処理、適正保管の実施ＰＣＢによる環境汚染の防止 ２０１６年７月までに処理

グリ－ン購入 100%

化学物質による環境汚染の防止 有害化学薬品廃液の完全回収

国等による環境物
品等の調達推進等
に関する法律

ポリ塩化ビフェニル
廃棄物の適正な処
理に関する特別措
置法

排水による環境汚染の防止 排水基準値以下
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２．実績及び達成度

・節電呼びかけを学内掲示板に掲示 △

前年比３．５％増 × ・清掃作業員に不用と思われる照明の消灯について協力依頼 ○

(前年比１％の削減) ・警務員による各施設の消灯点検の巡回を実施 ○

※エネルギ－消費原単位は、
・節電ポスタ－(夏・冬季版)を作成し主要な場所に掲示 △

前年度比１．２％削減(P41参
照）

・照明スイッチ部に節電ステッカ－を作成し貼り付ける △

・冷房温度設定呼びかけを学内掲示板に掲示 △

重油：前年比１６．５％削減 ○ ・暖房温度設定呼びかけを学内掲示板に掲示 ◎

都市ガス：前年比３９．０％減

(平成20年度ガス熱量切替の為)

(前年比１％の削減)
※エネルギ－消費原単位は，

前年度比１．２％削減(P41参
照）

上水：前年比１．９％増 × ・節水呼びかけを学内掲示板に掲示 ○

中水：前年比１９．１％削減 ○ ・節水ポスタ－(夏・冬季版)を作成し主要な場所に掲示 ○

前年度

燃料使用量の削減

２００８年度は下記の取組を行い、達成度は下記のようになっています。

電力使用量の削減

水使用量の削減

・暖房温度設定ポスタ－(冬季版)を作成し主要な場所に掲示 ◎

数値目
標達成

度

○

目標毎の達
成度

項 目 実 績(目 標) 実施状況

14

(前年度以下)

・用紙類削減、両面印刷、排紙利用ポスタ－を作成し主要な場所に掲示 ◎

前年比１７．０％削減(重量比) ○ ・用紙類削減、両面印刷、排紙利用呼びかけを学内掲示板に掲示 ◎

(前年度以下)

・排出量抑制ポスタ－を作成し主要な場所に掲示 △

前年比４５．２％増 × ・資源ゴミ回収ポスタ－を作成し主要な場所に掲示 ○

(前年度以下) ・学内不要品を随時学内掲示板に掲示し再利用する △

・学生に教育を行い、実験器具の洗浄方法の徹底 ◎

・化学物質の管理計画制定の検討 △

・環境環境教育の充実 ◎

・環境関係研究の充実 ◎

・禁煙の表示板を作成し主要な場所に掲示 △

・保健管理センタ－ニュ－ス等で広報 ○

・剪定枝等のマルチング資材利用 ◎

・大学クリ－ンキャンパスの実施 ◎

・ＰＴＡ清掃、園舎清掃、草むしり奉仕作業実施 ◎

・福島大学環境報告書２００８の公表実施 ◎

◎：目標を達成できた計画 ○：概ね目標を達成している計画

△：計画通り実施したが目標を達成出来なかった計画 ×：目標を達成できなかった計画

環境教育・研究

紙使用量の削減

廃棄物排出量の抑制

環境汚染の防止 有害化学薬品の完全回収実施

環境教育の充実

地域社会

喫煙者対策

学内美化

喫煙場所以外でのポイ捨て禁止の徹底

剪定枝等の堆肥化への検討

一斉清掃の実施

地域での環境保全活動 実施
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環境負荷の状況

福島大学では、教育・研究活動に伴い、エネルギーとして電力・都市ガス・Ａ重油を、また、資源として

大量の水・紙等を使用しており、その結果、外部環境に多大な負荷を与えています。以下に２０年度の

実態を、エネルギーと資源に区分けして、それぞれを投入量と負荷量の流れを図示します。

６．

温室効果ガス
前年比０．７％削減

INPUT ＯＵＴPUT

（平成20年度ガス熱量変更有）

【排出量の算定式】

※ 温室効果ガス排出のエネルギ－種別、団地別構成デ－タはP42 19.温室効果ガス排出量
の項目を参照願います。

CO2排出量(tCO2)＝（電力量(kWh)/千×排出係数(ｔCO2/千kWh)）＋（燃料の種類ごとの燃

料使用量×熱量換算係数/千(単位発熱量)×排出係数(tCO2/GJ)）

温室効果ガス排出係数

電力 0.555 ｔCO２/千kWh

都市ガス 0.0138×44/12 tCO２/GJ

Ａ重油 0.0189×44/12 tCO２/GJ

ＬＰＧ 0.0163×44/12 ｔCO２/GJ
※ 資源エネルギー庁の数値による

熱量換算係数(単位：ＧＪ)

電力 9.97 ＧＪ/千kWh

都市ガス(6C) 20.9 ＧＪ/千m3

都市ガス(13A) 64.0 ＧＪ/千m3

Ａ重油 39.1 ＧＪ/千ℓ

ＬＰＧ 50.2 GJ/ton

※資源エネルギー庁の数値による
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環境配慮の取組み体制７．

福島大学では、学長の下に副学長、学類長等を構成委員とする「施設整備・環境対策委員会」を設

置し、当委員会を中心に、全学教職員・学生等と連携しながら、全学的に環境対策に取組む体制を整

備します。また、随時見直しを行い改善を図っていきます。

学 長

施設整備・環境対策委員会
内部監査員

（監事・監査グループ）

16

事務局 各学類 図書館・各センター 附属学校 構内事業者 学生会

学生寮
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・ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

（福島大学ホ－ムページ「教育研究者情報」人文社会学群 人間発達文化学類・行政政策学類・経済経営学類教員一覧及
び福島大学理工学群 共生システム理工学類教員一覧より抜粋)

インターネットを活用した気象観測システムの開発に関する研究

小さなエネルギーで重作業が行える人支援ロボットに関する研究

生 田 博 将

石 田 葉 月

地域貢献の一環として、大学では環境に配慮した研究開発が期待されています。福島大学では、こ

れまでにも人文社会科学系の大学として、限定的ではありますが、環境に関わる研究に取組んできま

した。しかし、16年10月に理工学群が創設されたことに伴い、今までにはなかった環境配慮の促進に

関する研究開発が進められることになりました。以下に研究内容と研究者を紹介します。

環境配慮の研究開発８．

環境システム工学、環境経済学に関する研究

リチウムイオン二次電池用正極・負極の合成と評価に関する研究

環境にやさしい先進複合材料の利活用技術に関する研究 小 沢 喜 仁

鉄鋼材料の磁気的非破壊検査による劣化診断に関する研究

音声解析による疲労診断に関する研究

山 口 克 彦

篠 田 伸 夫

山 口 克 彦

高 橋 隆 行

Ⅰ．環境配慮の促進に関する研究

・ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

稲 森 悠 平

杉 森 大 助生物学的廃棄物処理技術の開発に関する研究

大 山 大

バイオマスエネルギ－、資源循環型材料・システム開発に関する研究 浅 田 隆 志

稲 森 悠 平

稲 森 悠 平

佐 藤 理 夫

木 内 豪

陸域生態予報システム（炭素収支・森林火災等）の構築に関する研究

市 井 和 仁

市 井 和 仁

風力発電などのエネルギー工学に関する研究

油脂含有排水の微生物処理技術の開発に関する研究 杉 森 大 助

衛星データによる陸域植生変動解析に関する研究 市 井 和 仁

島 田 邦 雄

環境調和材料の創製に関する研究 入 戸 野 修

環境に優しい製造技術・エネルギー技術の提案と解析に関する研究

流域の水・物質・エネルギー輸送過程に関する研究

木 村 勝 彦

黒 沢 高 秀

後 藤 忍

二酸化炭素を炭素源とする化学エネルギー獲得反応に関する研究

森林生態学に関する研究

植物分類学に関する研究

バイオ・エコエンジニアリングによる環境保全・再生に関する研究

地球温暖化防止対策の技術開発・評価に関する研究

総合的環境指標に関する研究

地球温暖化将来予測に関する研究

バイオマスのリサイクル活用技術の開発に関する研究
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・ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 人 間 発 達 文 化 学 類

・ 人 間 発 達 文 化 学 類

・ 人 間 発 達 文 化 学 類

・ 行 政 政 策 学 類

高 貝 慶 隆

(H21.4から福島大学名誉教授)

ドイツのエコロジ－都市計画に関する研究 阿 部 成 治

首都圏郊外における事業系ごみの排出に関する研究 今 西 一 男

地下水モニタリングと地下水盆管理手法に関する研究

流域における地域社会形成に関する研究 鈴 木 浩

柴 崎 直

難 波 謙 二

長 橋 良 隆

難 波 謙 二

塘 忠 顕

地質学的手法による自然環境変遷史に関する研究

地質汚染に関する研究

難 波 謙 二

漁場環境に関する研究

超微量分析システム・高性能分離システムの開発に関する研究

渡 邊 明

木 村 吉 幸

小 野 原 雅 夫

水循環系健全化計画に関する研究

大気汚染の輸送拡散に関する研究

小哺乳類の個体群生態学の研究

生物を用いた環境調査に関する研究

カント哲学の限界内における環境倫理学の可能性に関する研究

虫 明 功 臣

放射性廃棄物の地層処分に関する研究
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・ 行 政 政 策 学 類

・ 行 政 政 策 学 類

・ 行 政 政 策 学 類

・ 行 政 政 策 学 類

・ 行 政 政 策 学 類

・ 経 済 経 営 学 類

金 炳 学

環境問題と法に関する研究

首都圏郊外における事業系ごみの排出に関する研究 今 西 一 男

開発にともなう環境破壊を防止する法制度に関する研究 中 井 勝 己

中 井 勝 己

環境侵害および知的財産侵害訴訟における民事手続上の侵害抑止手段について

デポジット・リファンド制度の導入における障害の緩和に関する研究 沼 田 大 輔

西 崎 伸 子アフリカの野生動物保護政策と地域住民の関係に関する研究

質量分析装置での環境分析 新規化合物のＸ線回折実験
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Ⅱ．共生システム理工学類における自然共生再生プロジェクト

福島県は猪苗代湖をはじめとする湖沼群や、阿武隈川、阿賀野川水系など大きな河川があり、水資源の豊かな

環境を有している。しかし、阿武隈川流域は、東北地方の大河川流域の中で最も人口密度が高く、都市廃水、農業

排水、温泉排水等のために水質汚染も進んでいる。また、地域的には水不足や水害ポテンシャルの面で課題を抱

え、過去100年で99回の洪水が発生している。一方、気候変化により過去100年で10％から30％もの降水量が減少

しており、水資源の量的、質的保全が重要になっている。

水資源の量的・質的保全のためには、水循環系の健全化が不可欠で、健全化には自然・生態系環境の保全に

果たす水の機能を充足つつ、水循環系における種々のバランスと持続可能性が保たれた状態に再生することが重

要である。

本研究プロジェクトは流域における気圏、地圏および水圏を通して循環する一連の水の流れと、それに伴う物質

の流れとに注目して、様々な人間活動が水循環系と自然・生態系に及ぼす影響に関する因果関係を明らかにする

とともに、新たな水循環系改善技術ツールの研究開発と適用性の吟味を行い、自然科学的アプローチと人文科学

的アプローチとを統合することによって、人間の営みと自然環境の保全とが調和し持続性がある、人間社会と水循

環系との関係－水循環系マネジメント・システム－を再構築することを目的とする。

Ⅰ.

Ⅱ.

Ⅲ.

III.流域の水、環境マネジメントの総合化に関する研究

水環境問題を対象として様々な専門分野の研究者がそれぞれの課題設定のもとに取組み、それらを総合してその地域の水

循環系の保全・再生に資することにする。また、総合化のために一部フィールドを共有しながら異分野の交流と融合を図り、効

果的、効率的に研究を推進する。研究テーマを、次の3つに大別する。

水循環系に係わる諸問題の現象、因果関係の理解に関する研究、特に、モニタリングとモデリングによる実態把握と将来

予測のための自然的ならびに人為的水循環系の解明、水循環にともなう物質循環系（水質形成過程）の解明、および物質

循環系と水域生態系との関係の解明など

既存技術や施策の有効性の検証と新技術の開発研究、特に、農業・畜産廃水に対するバイオ・エコエンジニアリングによ

る循環型技術の開発研究、土壌・地下水浄化技術など

流域の水を中心とした環境マネジメントに関する研究、特に、流域水質管理手法、地下水の適正利用と管理、流域治水、

地域/流域連携、住民参加/環境教育など

I.水循環系に係わる諸問題の把握と将来予測

II.既存技術、施策の有効性の検証と新技術の開発研究

福島県をはじめ、国土交通省、支流を含めた流域関連自治体と連携しつつ研究を推進する。

W
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・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

阿武隈川流域の水循環系の定量化 木内 豪 (共生ｼｽﾃﾑ理工学類）

■ I－３.物質循環系と水域生態系との関係の解明

阿武隈川流域水質の変異原性物質の超微量計測システムの開発 高貝 慶隆 （共生ｼｽﾃﾑ理工学類）

砕屑物の鉱物組成と化学組成による運搬・堆積量の推定 長橋 良隆 （共生ｼｽﾃﾑ理工学類）

阿武隈川流域の地下水流動についての基礎研究

■ I－２.水循環にともなう物質循環の解明

氏 名

後藤 忍 （共生ｼｽﾃﾑ理工学類）

木内 豪 （共生ｼｽﾃﾑ理工学類）

河川流域の地形分析／地形発達史研究

渡辺 明 （共生ｼｽﾃﾑ理工学類）

I．水循環系に係わる諸問題の把握と将来予測

テーマ

■ I－１.水循環系の解明

難波 謙二 （共生ｼｽﾃﾑ理工学類）河川の懸濁・着色物質及び河床付着物に関する研究

長林 久夫 （日大・工学部、研究協力者）

阿武隈流域の降水システムと降水の量と質の変動に関する研究

氏 名

・
（共生ｼｽﾃﾑ理工学類）

河川水における有機汚染物質の調査

後藤 秀昭 （人間発達文化学類）

高安 徹 、 猪俣 慎二 、 長谷部 亨

テーマ

阿武隈川支流域における汚濁負荷発生構造

阿武隈川流域における水循環・物質循環

柴崎 直明 （共生ｼｽﾃﾑ理工学類）

阿武隈川流域における物質循環のモニタリングとモデリング

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

※虫明 功臣先生は、平成21年3月に退職。（福島大学名誉教授）

氏 名

（共生ｼｽﾃﾑ理工学類）

稲森 悠平 （共生ｼｽﾃﾑ理工学類）

鈴木 浩 （共生ｼｽﾃﾑ理工学類）

初沢 敏生 （人間発達文化学類）

虫明 功臣 （共生ｼｽﾃﾑ理工学類）※

II.既存技術、施策の有効性の検証と新技術の開発研究

金沢 等 （共生ｼｽﾃﾑ理工学類）

バイオ・エコエンジニアリングによる水浄化技術の開発

杉森 大助 （共生ｼｽﾃﾑ理工学類）

～底生動物のモニタリングによる摺上川流域環境の実態把握

畜産廃棄物資源化施設の解析 佐藤 理夫 （共生ｼｽﾃﾑ理工学類）

黒沢 高秀 (共生ｼｽﾃﾑ理工学類）

テーマ

福島県内100年間の水域生態系変遷の推定のための植物資料の収集とデータベース化

塘 忠顕 （共生ｼｽﾃﾑ理工学類）

木村 勝彦 （共生ｼｽﾃﾑ理工学類）阿武隈川支流域の河川林・渓畔林の実態調査

摺上川ダムが水域生態系に与える影響の解明

廃棄繊維素材を応用した水中含有有機化合物の除去

氏 名テーマ

油脂含有廃水による水質汚染を防止するための微生物処理技術の開発

III.流域の水、環境マネジメントの総合化に関する研究

テーマ 氏 名

後藤 忍 (共生ｼｽﾃﾑ理工学類）

都市・地域計画からみた水循環上の課題と流域連携のあり方

流域自治体の共同体意識形成ならびに住民活動のアクティビティとの相関に関する研究

流域の自然・社会特性と流域水マネジメント

・
木内 豪、後藤 忍、渡辺 明

流域情報ＧＩＳデータベースの構築

研究対象地域の地域誌：水環境と地域社会・産業・文化との関係、まちづく

り、住民組織と流域環境との関係の検討
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Ⅰ．環境に関する授業科目

ユニバーサルデザインと社会

(平成20年度 学習案内より抜粋)

芸術と環境 幼児の環境と保育

【人間発達文化学類】

地球環境科学概論

【共生システム理工学類】

環境法 科学技術と環境の倫理学

環境の経済分析

安全と共生の科学

生活環境論

大気環境科学概論人間工学概論

環境計画概論

【経済経営学類】

環境保全論

生命環境の科学

水循環システム概論

地域環境論

現代社会と環境 地球環境論 環境法

環境教育９．

福島大学では、今までの「3学部」制（「教育学部」「行政社会学部」「経済学部」）から、新しく「2学群4学
類12学系」制（「人間発達文化学類」「行政政策学類」「経済経営学類」「共生システム理工学類」）へと発
展させた「新生福島大学」の第1期生を平成17年4月に迎えました。今後、共生システム理工学類を中心
に、従来にはなかった環境配慮に関する教育が多く実施されます。以下に新生福島大学で開講の環境
関係科目一覧を紹介します。

現在、附属図書館には、公害・環境工学分野の図書が約3,000冊整備されています。また、共生システ
ム理工学類の創設に伴って、環境関係図書の増加が見込まれます。これらの図書は一般市民の方にも
開放されています。

環境関係共通領域科目 (20年度実施科目）

環境の科学 環境医学

大気環境科学概論
気候環境と人間 科学技術と環境の倫理学 住環境学 生命環境の科学

ユニバ－サルデザインと社会 自然環境論 生活環境論 地球環境論

【行政政策学類】

有機化学概論
安全と共生の科学
エコロジカル経済学

大気環境科学概論人間工学概論

環境モデリング実習

水文環境システム演習

土壌浄化学実験 水質保全改善学実験 地下水盆管理調査法

水循環システム概論

環境分析演習

大気環境科学演習

資源エネルギ－化学

地球環境科学実験

環境文化論
大気環境科学

エネルギ－システム工学概論

ユニバ－サルデザイン

リサイクルシステム設計論

環境触媒化学

環境保全論

森林生態学

地球環境調査法

地域計画演習 環境分析学演習 地球環境科学演習 土壌浄化学演習

環境関係開放科目

【人間発達文化学類】
気候環境と人間 住環境学

保全生物学実験

自然環境調査法

生命環境の科学

生命環境の科学

流域水循環システム調査実習

【行政政策学類】
環境法

水循環システム

エネルギ－変換技術
資源開発演習

生物化学工学

環境法

物質分離化学

環境化学実験

土壌浄化学概論

環境計画論

生物多様性概論

流域管理計画概論
環境モニタリング 流域計画概論 生態学概論 地下水盆管理学概論

生物学概論 環境計画概論

環境システム論
水質保全改善学概論

環境解析演習

生物資源開発

環境管理計画演習

エコ生産システム演習

地域環境調査法

水質保全改善学概論 生活環境論 生態学概論 地下水盆管理学概論
流域管理計画概論

エコロジカル経済学

地域環境論

【共生システム理工学類】
自然環境論 地球環境論 大気環境科学概論 水循環システム概論

【経済経営学類】
環境の経済分析

地域計画概論 地球環境科学概論 環境保全論 循環型産業論
環境計画概論 生物多様性概論環境モニタリング

エネルギ－システム工学概論 環境文化論 環境モデリング

生態環境システム演習

エコ生産概論 循環型産業論 地球環境科学概論 環境保全論

環境システムマネジメント演習 環境モニタリング演習 水質保全改善学演習 流域管理計画演習
生物多様性保全演習 環境計画演習 地下水盆管理学演習

環境分析実験

環境モデリング

物質循環システム演習

流域管理計画概論
資源エネルギ－化学 森林生態学 生物資源開発 大気環境科学

保全生物学実験
自然環境調査法 地球環境調査法環境化学実験 地球環境科学実験

エネルギ システム工学概論 環境文化論 環境モデリング

水循環システム ユニバ－サルデザイン 流域管理計画論 エコ生産概論
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Ⅱ．経済経営学類(旧経済学部)ゼミナールでの環境に関する報告（平成17年度実施）

みになるうぉ～た～
〔水の行方 in 福大〕

高さ

長さ

大きさ

広さ

総貯水量 23番目(153,000,000m3)

摺上川ダム

11番目

29番目

9番目

箱木ゼミナール

全国で76番目

大学内の水の流れを大まかに調べてみると、上水→中水→下水という流れになっていることがわかっ

た。そこでまず「水はどこから流れてくるか？」という疑問をもとに、その水源である摺上川ダムへ向かっ

た。

私たち箱木ゼミは昨年のゴミ問題に引き続き、環境をテーマに普段何気なく使用している「水」に焦点

をあてて調査した。福島大学の水はどこへ行くのか？という疑問からはじまり、最初は学内にある管理

棟・施設課・財務課をたずね、最終的にはさまざまな施設を見学したくさんの方からお話をうかがった。ま

ず、水を使い排出するという流れの根本である水源を追ってみた。

＜はじめに＞

すりかみ浄水場 福島市コラッセにて

渡利浄水場 福島市終末処理場 福島市終末処理場（滅菌池）
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〈まとめ〉

中水

通常の水道は、飲み水や洗浄水として使う上水と排水管から排出される下水からなる。しかし福島大学

の水道はそれら二つに加えて中水というものが存在する。

簡潔にいうと中水とは上水の中古品である。一度使用された上水は学内の中水管を巡って各施設に洗浄

水として供給される。洗浄にのみ使用される水という見方もできる。

一度使用されると中水となる上水とは違い、中水は何度でも施設を循環する。そのため新しく上水が中水

に供給されないと何度も同じ水が循環し、洗浄水が汚くなる。学校の長期休講時には生徒が少なくなり、上

水から供給も少なくなるためトイレの洗浄水が黄ばむことがある。

また上水が中水に供給された際、中水管の容量を超えた分は下水となり、排出される。

中水は私たちが直接触れることはないが、施設の洗浄水としてそれなりに清潔を保つ必要がある。施設課

の方々が薬品を使った洗浄や、中水管の掃除をされている。

調査前、私達は水道水といえば一つの施設によって管理されている

と考えていた。しかし、調査を始めると実は多くの施設によって管理さ

れているということがわかった。そこで私達は福島市のできる限りすべ

ての上水から下水の施設を訪問、見学した。するとそのすべてが、私

たちが水を利用するまでの過程において重要な役割を果たしているこ

とがわかった。

また、飲み水になるまでには、多くの手間と費用がかかるということ

「葬式ゼミ」「居眠りゼミ」を克服すべく始めた調査とパンフレット作りも2年目にはいった。去年2年生として

先輩たちの後にくっついて見習いを勤めた現3年生が中心になり、「福島大学の水」をテーマに調査とまとめ

を行った。今年は、3台のパソコンとスキャナーを駆使してデータのすべてをデジタル化し、ゼミ生各人がフ

ラッシュメモリに取り込んで自分のパソコンに入力できるようにした。

今年は4月から活動が始まったが、去年と比べて、まずスピードが違う。自分たちでどんどんスケジュール

を立て、まず学内の各部署を訪ねたり、職員にセミナーをしてもらったりして技術的なことや財政的なことを

教わり、水道局の出前講座をお願いして勉強し、ダム、浄水場、下水処理場をたずね、パワーポイントで新

入の2年生にプレゼンスをし、秋以降は集めた資料を基にパンフ作りを行った。仕事の分量や質も格段に進

歩した。今年は、グループで目標達成に向けた活動をするスキルやリーダーシップのとり方、仕事の段取り

にいたるまで学習できたと思う。この間、さまざまな方・機関にお世話になった。出前講座をしていただいた

福島市水道局、ダム・上下水道処理施設で説明してくださった職員の方々、ゼミへやってきて大学の水管理

システムを説明してくださった福島大学施設課の方々には心からお礼申し上げたい。

こうして社会とかかわり、デジタル機器を使いこなし、みなでパンフレットを完成させるという経験をしたゼミ

生は充実感を味わったことと思う。何かを自分たちで完成させたという自信は彼らの目の輝きとなって現れ

ているに違いない。こうしたプロセスを通りながら彼らが見せた成長振りはなかなかのものだった。まさに「若

者は日々進化する」のである。それにしても大学教育の一環としてのこうした取り組みに手ごたえを得られた

指導教員が、実は一番楽しませてもらい、得をした人間かもしれない。

を知り、水に対しての意識も大きく変わった。水は限りある資源であ

り、私たちが利用するまでに多くの手間がかけられる重要なものであ

る。個々が最低限のルールを守り、限りある水資源を守ることが大切

であると実感した。

指導教員から一言

「若者は日々進化する」

福島大学経済経営学類教授 箱木禮子
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２．委員会活動を通して

家庭生活を「もったいない」という視点から見つめ直させ、衣

食住のそれぞれが総合的に営まれ、快適な生活につながって

いることに気付かせるようにしています。そして、自分や家族、

さらに周囲の人々とも調和することの大切さ、工夫することの楽

しさ、自然を生かすことのよさをとらえさせながら、自然環境を

生かしたり、大切にしたりする方法を試し、確かめさせていま

す。その様な学習を通して、環境についての取組みを家庭生活

に生かそうとすることができるようになってきています。

Ⅲ．附属小学校における環境に関する取組み

附属小学校では、学習活動や児童会の活動、保護者との活動を通して、児童の自主性を尊重しなが

ら、多方面にわたって環境教育に取組んでいます。

１．学習活動を通して

家庭科の学習『「もったいない」を広げよう』での取組みから

（１） クリーンリサイクル委員会の活動

・校内のゴミの分別収集（段ボール・アルミ缶・ビニル関係）

・リサイクルの啓蒙活動（ポスター、放送での呼びかけ）

〈食べ物を無駄にはしません！〉

・牛乳パックのリサイクル化

・「花いっぱい運動」の取組み

給食の生ごみでつくった肥料を使い、学校の花壇やプラン

ターに花を植える活動を通して、リサイクルの仕組みや廃棄物

等の有効活用について、子どもたちが体験を通して学んでいま

す。また、学校の敷地の周りに、校旗のデザインの元になった

「タチアオイ」を子どもたちが植え、夏になるときれいな花が咲

き、地域の住民の方々からも喜ばれています。

（３） 給食委員会の活動

・給食の残量調べ、減量の呼びかけ

・給食の生ごみを使った肥料づくり

（２） 植物委員会の活動

・給食の生ごみでつくった肥料を活用しての花壇作り

児童一人ひとりが、飲み終えた自分の

牛乳パックを洗浄し、乾燥後に切り開い

て回収するようにしています。環境問題

の現状から考えると、非常に小さな力で

はありますが、「自分たちも貢献している」

という喜びを感じながら、楽しく活動して

います。

〈生ゴミ処理機で肥料づくり〉

〈きれいな花を咲かせてね〉

〈丁寧に水洗いをして…〉 〈上手に切れるかな…？〉
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Ⅳ．附属中学校における環境に関する学習の取組み

本学では、総合的な学習の時間において、｢環境｣をテーマに学習を進めました。そのねらいは、｢地球規

模の環境問題や身近な環境問題に対する理解を深め、福島市の各施設における環境問題に対する取組

みを知ることにより、自分の生活を振り返り、身近なところから地球環境保全のために実践しようとする態

度を育成する｣ことです。

実際の学習内容としては、地球規模で起きている様々な環境問題の中でも、深刻な問題として取り上げ

られている｢地球温暖化｣に焦点を当てて進めました。

最初に、地球温暖化のメカニズムや京都議定書に対する国による受け止め方のちがいなど、｢地球温暖

化｣をめぐる世界の状況について学びました。

次に、夏休み明けに生徒個々の興味・関心に応じて、各事業所における環境保全への取組みを調べる

ための校外学習を実施しました。あらかわクリ－ンセンタ－内リサイクルプラザ、日東紡福島工場、福島森

林組合、積水ハウス福島営業所、株式会社こんの、福島トヨタの６つの施設から生徒自身が訪問先を選

び、学習を行いました。各事業所や各施設における、環境問題・環境保全に関する取組みを調査し、自分

達の日常生活を振り返りながら、今後、自分達で実践していかなければならないこととは何かについて、

考えを深めていきました。

【写真右】

施設訪問後は、環境問題・環境保全に関して疑問に思ったこと、もっと知りたいことなどをもとに、個人で
課題を設定し、追及しました。

追究課題：地球温暖化
～私たちが地球にでき
ること～

【写真左】

個人で課題を設定し、
追究しまとめた一部

追究課題：環境にやさし
い素材にはどのようなも
のがあるか

【写真右】会議室において、工場内での取組みについて質問する生徒の様子

日東紡 福島工場への訪問学習の様子
【写真左】環境保全のための廃水処理や廃ガス処理施設及び排熱回収(省エネルギ－)施設の見学している様子
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環境に関する規制の取組み

Ⅰ.

１０．

アスベスト対策について

福島大学では、学内で使用されている「吹付アスベスト」について、混入調査を実施しました。その結

果、体育館の通路天井、大学会館機械室及び電気室、附属特別支援学校ボイラー室の壁・天井等に

混入されていることが判明し、体育館通路天井については一般学生等が使用するため、判明後、即使

用停止とし、囲込み工事を実施しました。また、機械室等については、特定の関係者しか入室しないた

め、マスク等の着用を義務付けて入室することを認めました。そして、優先的に予算措置をして、アスベ

ストの全面除去を17年度中に完了しました。

26

Ⅱ. ＰＣＢ保管について

福島大学では、ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニルという化学物質の総称）が使用されている高圧コンデンサ

を３台保管しています。昭和54年4月の福島大学教育学部移転（金谷川団地）及び昭和57年4月の教育

学部附属中学校移転（浜田町団地）の際に、不要となったコンデンサを撤去して、金谷川団地内の中央

機械室内に適切に保管しています。ＰＣＢ廃棄物は、平成28年7月15日までに適正処理を行うことになっ

ており、日本安全事業株式会社が北海道でＰＣＢ受入処理を行っています。福島大学ではすでに処理

予約登録の申込みを済ませ、平成24年度に処理の予定です。

ＰＣＢ保管箱（外部） ＰＣＢ保管箱（内部）

（体育館通路天井）アスベスト除去前 （体育館通路天井）アスベスト除去後
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生物多様性の保全と生物資源の持続可能な利用の状況１１．

Ⅰ 福島大学金谷川キ ンパスの生物多様性保全の枠組み(提案)

現在、この提案に従って金谷川キャンパスの管理を行っています。

平成20年度に金谷川キャンパス内生物の現地調査、文献調査、標本調査を行い、多くの生物を確認し記録

することが出来ました。それと同時に、金谷川キャンパスが多数の絶滅危惧生物や希少生物の生息・生育地

となっていることも改めて明らかになりました。金谷川キャンパスの生物多様性を高め、環境的価値・景観的

価値・教育的価値を上げることを目的に、金谷川キャンパスの生物多様性保全の枠組み(提案)、及び金谷川

キャンパス第一種保全地域・第二種保全地域(案)を作成しました。 〔調査・提案作成者 ：黒沢高秀(共生シス

テム理工学類准教授)、塘忠顕(共生システム理工学類准教授)、菊池荘蔵(経済経営学類教授)〕

１

２

３ 金谷川キャンパスに、第一種保全地域と第二種保全地域を設ける。

４

Ⅰ.福島大学金谷川キャンパスの生物多様性保全の枠組み(提案)

この枠組みは、福島大学金谷川キャンパスの生物多様性を高め、ひいてはキャンパスの環境的価値・景

観的価値・教育的価値を上げることを目的としている。

生物系の教員を中心に、希少生物保全アドバイザ－会議を設ける。

第二種保全地域 ： 森林、草原、湿地など、構内の自然環境として重要な地域。

開発行為、立木の伐採、大規模な枝打ち、下草刈り、土石の採取、埋め立て、植樹を行う際は、希少保

全アドバイザ－会議に意見を聞き、これに従って必要な措置を講ずる。

金谷川キャンパスでは、構内や周辺の生物多様性を脅かすおそれのある環境省指定の要注意外来生

物の栽培、飼育、方逐を行わない。緑化の際もできるだけそのような要注意外来生物を用いないことを心

がける。希少生物保全アドバイザ－会議は、外来生物のモニタリングを行い、｢特定外来生物による生態

系等に係る被害の防止に関する法律｣(外来生物法)が定める特定外来生物や要注意外来生物の駆逐な

ど、必要な管理を提言する。

第一種保全地域 ： 文化財保護法(法律第214号、1950)にもとづく天然記念物、絶滅のおそれのある野生

動植物の種の保存に関する法律(「種の保存法」、法律第75号、1992)にもとづく国内希少野生動植物種及

び国際希少野生動植物種、環境省版レッドデ－タブック掲載絶滅危惧生物、福島県版レッドデ－タブック

(昆虫等県内の調査が進んでいない生物の場合は必要に応じて他県版のレッドデ－タブック)掲載絶滅危

惧生物の生息・生育に直接関わる地域。

開発行為の対象から計画段階で外すことを原則とする。立木の伐採、大規模な(業者に依頼するような)

枝打ち、下草刈り、土石の採取、埋め立て、植樹を行う際は、希少生物保全アドバイザ－会議に意見を聞

き、これに従って必要な措置を講ずる。

希少生物保全アドバイザ－会議は、希少生物のモニタリングを行い、これに基づき地域の見直しを随時

(数年に一度程度)行うとともに、間伐、下草刈りなど、必要な管理を提言する。
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Ⅱ.

１

２

３

県内では低山地の落葉樹林林床などにまれに確認される腐生植物である(いわき自

然塾 2006)。キャンパス内では、信陵公園広場から駐輪場に至るコナラ林、馬場の東

側の谷のコナラ林の２カ所でそれぞれ数株ずつ生育が確認された。ホクリクムヨウラン

は周辺を含む森林環境を維持することで保全できると考えられる。

キンラン(ラン科) (環境省絶滅危惧Ⅱ類)

雑木林に普通な植物であったが、雑木林の減少や園芸用の採取により全国的に減

少している多年草である(環境庁自然保護局野生生物課 2000)。キャンパス内ではアカ

マツ林に１株見られたのみであった。キンランの保全には、生育場所の明るいアカマツ

植物の調査結果

〔キャンパス内で確認された希少植物とその保全策〕

ギンラン(ラン科) (福島県絶滅危惧Ⅱ類)

山地や丘陵地の林床などに生育する多年草で、森林伐採や園芸用の採取により福

島県内で減少している(福島県生活環境部環境政策課 2002)。キャンパス内ではアカ

マツ・コナラ林の林床及び林縁で見られた。ギンランの保全には、生育場所の林を明る

く保った上で、園芸用採取を防ぐために生育場所の情報の管理に注意し、適宜見回り

を行うとよいと思われる。

ホクリクムヨウラン(ラン科) (福島県絶滅危惧Ⅱ類(ムヨウランとして))

Ⅲ.

１

幼虫は主に雑木林の林縁部やあまり暗くない林内に生息し、樹液の主な食物とするため、幼虫の食樹

であるエノキがあっても、樹液が出る樹木(主にクヌギ)を多く含む雑木林等がないと分布しない。また、活

動範囲はそれぞれ広くなく(雄は特定の枝で占有行動をとることが多い)、一般に生息地でも個体密度は高

くない。

林の環境を保った上で、園芸用採取を防ぐために生育場所の情報の管理に注意し、適

宜見回りを行うとよいと思われる。

その他、気づいたこと

・ 特定外来生物オオキンケイギクが金谷川駅への階段周辺や保健管理センタ－周辺に生育している。栽

培していると見なされると、外来生物法違反となる。早急に抜き取りにより駆除すべきである。

・ 図書館西側の道路、駐車場等のり面に見られるアカマツの密集地は、衰弱によりマツ枯れ病の発生源

となる可能性があるため、早急に間伐や伐採などを進めるべきである。

・ 林床での下草刈りは、生物の専門家のアドバイスを受けながら行うべきである。

昆虫の調査結果

〔キャンパス内で確認された希少昆虫とその保全策〕

オオムラサキ (環境省準絶滅危惧、福島県注意)

幼虫の食樹はエノキで(エゾエノキも食する)、食樹根際のエノキの落葉の

裏で越冬する。従って、食樹であるエノキが存在すること、エノキがあって

も、落ち葉掃きなどが実施されないことが幼虫生息の条件である。なお、大

学周辺には確実にオオムラサキの幼虫が生息するエノキは１本しか確認で

きていない(キャンパス内ではない)。
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２

３

幼虫は主に林床徘徊性で、小型節足動物などを捕食する。一方、成虫は陽当

たりのよい草原を主な生息場所としており、キャンパス内では５月下旬から６月上

旬に馬場横の芝が吹きつけられた法面で活発に活動する(地上１ｍ程度の高さを

かなりの速さで直線的に飛翔する)。雌は草原のイネ科草本の茎に卵を卵塊状に

産み付ける。

本種の保全のためには、エノキを伐採しないこと、樹液の出る樹種(特にクヌギ)を含む雑木林を維持す

ることが必要である。

キイトトンボ

幼虫は平地や丘陵地の抽水植物がよく繁茂した池沼、湿地の滞水、水田、溝

などに生息する。成虫は羽化水域から遠く離れることはなく、雌は水面近くに生え

ている植物の組織内に産卵する。キャンパス内では現在教育ＧＰで学校ビオト－

プ創出を進めている調整池が唯一の発生場所であり、成虫は温室付近のやや日

当たりの悪い場所を主な活動場所としている。

本種の保全のためには、発生地である調整池の環境維持、特にフトイやガマ類など産卵基質となる植

物の適正な維持、そして成虫の活動場所である温室付近の環境維持(むなみに樹木の伐採や枝の剪定な

どして陽当たりを変えない、殺虫剤などの散布をしない)が必要である。調整池の池底には、植物遺体の蓄

積が顕著で、これらをそのままにしておくと幼虫の餌となる小型節足動物の減少につながりかねない。そ

のため、植物遺体をある程度引き上げるなどして処理することが必要であるが、後述するマイコアカネの

生息環境を維持するための配慮も必要である。

キバネツノトンボ

４

５

幼虫は平地や丘陵地の抽水植物が良く繁茂した腐植栄養型の池沼に生

息する。成虫は未熟期には羽化水域周辺の林縁部ややや薄暗い草むらな

どで活動する。成熟すると羽化水域の戻り、雄はなわばりを占有するように

なる。産卵は連続打水か打泥である。本種もキイトトンボと同様に、キャン

パス内では現在教育ＧＰで学校ビオト－プ創出を進めている調整池が唯一

の発生場所であり、未熟な成虫は温室付近のやや陽当たりの悪い場所を

主な活動場所としている。

本種の保全のためには、発生地である調整池の環境維持、特に産卵のための水面確保(スイレンの葉

やフイトの間引き)、池を腐植栄養型の状態に維持しておくこと、未熟な成虫の活動場所の環境維持(キイト

トンボと同様の措置)が必要である。

本種の保全のためには、明るく開けた草原的環境とそれに隣接する雑木林の維持が不可欠である。草

原的環境の維持のためには、馬場横の法面における草刈りは必要であるが、卵期である６月いっぱいは

草刈りを実施すべきではない。

クロミドリシジミ (福島県希少)

幼虫の食樹はクヌギで、雌は頂芽の基部に産卵し、卵越冬する。産卵対

象木は、林縁部にある高木個体や林から離れて孤立している高木個体が

ほとんどであり、林内の個体が産卵対象として選ばれる場合はほとんどい

ない。

成虫は幼虫の発生木の樹冠部で活動する場合が多いが、活動範囲はか

なり広いものと思われる。ただし、成虫の活動時間が日の出直前という特殊

な時間帯のため、詳細な知見はほとんどない。

本種の保全のためには幼虫の発生木を維持するとともに、里山的な環境を維持することが必要である。

マイコアカネ
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６

Ⅳ.

１ サシバ(タカ科) (福島県準絶滅危惧)

夏鳥で、県内では低山や山地の林で繁殖が見られる。例年キャンパス内

で営巣していたが、この営巣木はその後枯死している。

森林伐採、宅地造成、里山の荒廃などにより減少していると考えられてお

り、保全のためには、ヘビ、両生類、昆虫類、鳥の巣立ち雛、ネズミなどが

採餌できるよう、営巣地周辺の里山的環境の維持が望ましいとされる。

ショウジョウトンボ

幼虫は平地や丘陵地の抽水植物がよく繁茂した池沼、湿地、湿原、水

田、水郷地域の溝など極めて広範囲な止水域に生息する。未熟な個体は

羽化水域からやや離れた草むらや林縁部などで活動し、成熟すると羽化水

域に戻り、雄はなわばりを占有するようになる。産卵は連続打水である。本

種はキャンパス内での確認個体数が少ないため、発生場所に関して断定的

なことは言えないが、未熟個体の確認場所から考えて、おそらく現在教育Ｇ

Ｐで学校ビオト－プ創出を進めている調整池が発生場所であると思われる。

本種の保全のためには、発生地と考えられる調整池の環境維持、特に産卵のための水面確保(スイレ

ンの葉やフイトの間引き)が必要である。

鳥類の調査結果

Ⅴ. 金谷川キャンパス第一種・第二種保全地域（案）

<福島大学保全地域及び生物多様性保全のための配慮案>

30



Ⅵ．環境保全経費

キャンパス内樹木の剪定、芝生の管理、除草を専門業者に委託し環境保全に努めています。

環境保全経費（単位：千円）

13,818 13,073 13,230合 計 15,435

緑地保全業務 14,700 13,125 12,075 12,390

松くい虫対策 735 693 998 840

項目／年度 17年度 18年度 19年度 20年度

31



・ 福島県環境センター
人 間 発 達 文 化 学 類

・ 福島市

人 間 発 達 文 化 学 類
福島市住宅マスタ－プラン検討委員会委員
新庁舎建設工事管理等検討委員会委員 阿 部 成 治

福島大学では、教育・研究活動の他に、地域社会への貢献にも積極的に取り組んでいます。そして、環境

の分野においても、自治体等が取り組む環境関連の活動への支援を行っています。以下に主な活動内容を

紹介します。

（平成20年度福島大学職員兼業台帳より抜粋）

平成20年度福島県環境アドバイザー 阿 部 成 治

１２． 環境コミュニケ－ション

福島大学では、平成１８年より環境への取り組み状況を記載した
「環境報告書」を発行しています。また、この内容は本大学ホ－ム
ペ－ジでも公開しています。

事務局棟１階にインフォメ－ションセンタ－を開設し、大学が保有

する様々な情報を分かりやすく提供するとともに、地域からの意

見・要望等を積極的に取り入れるなど、大学と社会とのコミュニケ

－ション活動を行っています。

１３． 環境に関する社会貢献活動

間 発 類

・ 福島県
人 間 発 達 文 化 学 類

・ 伊達市
人 間 発 達 文 化 学 類

・ 北九州市
人 間 発 達 文 化 学 類

・
人 間 発 達 文 化 学 類

・
人 間 発 達 文 化 学 類

・
人 間 発 達 文 化 学 類

・
人 間 発 達 文 化 学 類

・
人 間 発 達 文 化 学 類

・

人 間 発 達 文 化 学 類

・
人 間 発 達 文 化 学 類

・
人 間 発 達 文 化 学 類福島県内水面漁場管理委員会委員 中 村 恵 子

環境省自然環境局野生生物課
環境省自然環境局希少野生動植物種保存推進員 木 村 吉 幸

福島県

福島県河川審議会委員
福島県尾瀬保護指導委員会委員
福島県自然環境保全審議会委員 木 村 吉 幸

福島県
福島県野生生物保護アドバイザ－
福島県鳥獣保護センタ－運営検討委員会委員

福島市文化財保護審議会議員 木 村 吉 幸

環境省関東地方環境事務所
尾瀬国立公園シカ対策アドバイザ－ 木 村 吉 幸

東北農政局新安積農業水利事業所
「新安積地区」環境配慮検討委員 木 村 吉 幸

福島市教育委員会

八十里越道路環境検討委員会委員 木 村 吉 幸

宮城県
宮城県特定鳥獣保護管理計画検討・評価委員会ニホンザル部会委員 木 村 吉 幸

北九州市市街化調整区域の土地利用のあり方勉強会委員 阿 部 成 治

国土交通省北陸地方整備局長岡国道事務所

福島県建築審査会委員 阿 部 成 治

伊達市都市計画審議会委員 阿 部 成 治

新 舎建設 事管 検討委員 委員 部 成
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・
人 間 発 達 文 化 学 類

・
人 間 発 達 文 化 学 類

・
人 間 発 達 文 化 学 類

・
人 間 発 達 文 化 学 類

・
行 政 政 策 学 類

・
行 政 政 策 学 類

・
行 政 政 策 学 類

・
行 政 政 策 学 類

・
行 政 政 策 学 類

・
行 政 政 策 学 類

・
行 政 政 策 学 類

国立磐梯青少年交流の家
環境ワ－クキャンプ企画委員 三 浦 浩 喜

福島県
福島県文化振興審議会委員 平 田 公 子

福島県
福島県農業振興審議会委員 千 葉 悦 子

福島県保健福祉部
福島県子育ち子育て環境づくり推進会議委員 鈴 木 典 夫

東北農政局
国営土地改良事業事後評価に係る第三者委員 千 葉 悦 子

喜多方市
喜多方市景観計画等策定委員 今 西 一 男

福島市教育委員会
福島市文化財保護審議会議員 伊 藤 喜 良

東北農政局
東北農政局豊かなむらづくり審査会委員 岩 崎 由 美 子

福島市教育委員会
福島市文化財保護審議会議員 吉 村 仁 作

福島市農林整備課林務掛
福島市小鳥の森運営協議会委員 吉 村 仁 作

川俣町
川俣町みんなでつくるまちづくり委員 今 西 一 男

行 政 政 策 学 類

・

行 政 政 策 学 類

・
行 政 政 策 学 類

・
行 政 政 策 学 類

・
経 済 経 営 学 類

・ 福島県
経 済 経 営 学 類

・ 福島県
経 済 経 営 学 類

・ 安曇野市
経 済 経 営 学 類

・ 福島県
経 済 経 営 学 類

・ 福島市
経 済 経 営 学 類

・ 福島市
経 済 経 営 学 類

・ 財団法人 福島県都市公園・緑化協会
経 済 経 営 学 類福島県都市公園・緑化協会理事 真 田 哲 也

福島市小鳥の森運営協議会委員 菊 池 壯 藏

福島市建築審査会委員 後 藤 康 夫

安曇野市地域公共交協議会委員 奥 本 修 司

森林の未来を考える懇談会委員 菊 池 壯 藏

公共転用等土地利用影響分析調査委託事業研究会委員 飯 島 充 男

福島県建築審査会委員 遠 藤 明 子

福島県産業廃棄物経理的基礎審査検討会委員 奥 本 英 樹

福島市水道水源保護審議会委員 中 井 勝 己

大学共同利用機関法人 人間文化研究機構
総合地球環境学研究所共同研究員 西 崎 伸 子

全国農業会議所

福島県環境審議会委員
福島県土木部指定管理者選定検討会(河川港湾)委員 中 井 勝 己

福島市

福島県農業振興審議会委員 千 葉 悦 子

福島県
福島県建築審査会委員

類

・ 福島県
経 済 経 営 学 類

真

水田農業改革懇談会委員 小 山 良 太
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・ 福島県
経 済 経 営 学 類

・ 福島県
経 済 経 営 学 類

・ 福島県

共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 福島市
共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 二本松市
共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・

共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・
共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・
共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・
共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・
共生ｼｽﾃﾑ理工学類

持続可能な歩いて暮らせる新しいまちづくり検討委員会委員 西 川 和 明

福島県文化振興審議会委員 星 野 珙 二

浄化槽技術委員会委員 稲 森 悠 平

土浦市

ＣＤＭ/JIプロジェクト支援委員会バイオマス・廃棄物技術専門委員 稲 森 悠 平

財団法人 日本建築センタ－

客員研究員 稲 森 悠 平

財団法人 地球環境センタ－

村田町竹の内地区産業廃棄物最終処分場生活環境影響調査評価委員会委員 稲 森 悠 平

長崎県科学技術振興局

福島県環境審議会委員
福島県環境影響評価審査会委員 稲 森 悠 平

宮城県

二本松市環境審議会委員 石 田 葉 月

福島県

福島県都市計画審議会委員 山 川 充 夫

福島市環境審議会委員 石 田 葉 月

福島県グリ－ン物流推進研究会アドバイザ－
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・
共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・
共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・
共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・

共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・
共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 国土交通省国土技術政策総合研究所
国土技術政策総合研究所技術提案評価審議会委員 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 国土交通省東北地方整備局福島河川国道事務所
福島ブロック総合評価委員会委員 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 社団法人 環境情報科学センター
共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 財団法人 リバ－フロント整備センタ－
過密都市における目黒川の風道・冷却効果に関する検討委員会 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 財団法人 道路保全技術センタ－
環境舗装導入に関する調査検討委員会委員 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 福島県
福島県尾瀬保護指導委員会委員
福島県森林審議会委員
福島県自然環境保全審議会委員
福島県公害審査会委員

木 内 豪

平成20年度都市内水路等によるヒートアイランド抑制効果検討会委員 木 内 豪

木 内 豪

木 内 豪

平成20年度福島県試験研究外部評価アドバイザ－ 小 沢 喜 仁

木 内 豪

平成20年度県立福島高等高校スーパーサイエンスハイスクール運営指導委員

平成20年度中学生・高校生の科学・技術研究論文野口英世賞募集に関する審査員 小 沢 喜 仁

福島県

平成20年度県立福島高等高校スーパーサイエンスハイスクール運営指導委員 猪 俣 慎 二

福島県教育委員会

客員研究員 稲 森 悠 平

福島県教育委員会

土浦市環境審議会委員 稲 森 悠 平

独立行政法人 国立環境研究所

土浦市

福島県公害審査会委員
福島県野生動植物保護アドバイザ－
福島県環境影響評価審査会委員 共生ｼｽﾃﾑ理工学類 木 村 勝 彦
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・ 関東森林管理局
関東森林管理局国有林計画等検討会委員 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 国土交通省北陸地方整備局長岡国道事務所
八十里越道路環境検討委員会委員 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 国土交通省東北地方整備局
共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 福島県
福島県尾瀬保護指導委員会オブザ－バ－

共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 東北農政局新安積農業水利事業所
共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 環境省関東地方環境事務所
共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・
東京大学総合研究博物館研究事業協力者 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・
平成20年度サイエンス・パ－トナ－シッププロジェクト事業講師 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・
共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・

共生ｼｽﾃﾑ理工学類

木 村 勝 彦

木 村 勝 彦

福島県

福島県土地収用事業認定審査会委員 後 藤 忍

福島市教育委員会

福島県環境審議会委員

黒 沢 高 秀河川水辺の国勢調査アドバイザ－

福島県野生動植物保護アドバイザー 黒 沢 高 秀

会津駒ヶ岳・田代山・帝釈山景観保全管理方針策定検討会委員 黒 沢 高 秀

「新安積地区」環境配慮検討委員 黒 沢 高 秀

千葉県木更津高等学校
黒 沢 高 秀

国土交通省東北地方整備局福島河川国道事務所
福島ブロック総合評価委員会委員 後 藤 忍

東京大学総合研究博物館
黒 沢 高 秀

・
共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・
田村市環境審議会委員 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・
会津美里町バイオマス利活用推進協議会委員 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・
石川町第5次総合計画アドザイザ－ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・
福島市地域情報化基本検討懇談会委員 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・
二本松市地域新エネルギ－ビジョン策定委員会委員 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・
本宮市環境審議会委員 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・
白沢村有機センター活用促進検討委員会委員 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・

共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・
地下水制御活用技術検討会委員 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・
福島県自然環境保全審議会委員 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・
国有財産東北地方審議会員 共生ｼ ﾃﾑ理 学類

東北財務局
鈴 木 浩

福島県
福島県産業廃棄物抑制及び再利用施設整備支援事業補助金(うつくしまリサイク
ル施設等整備補助金)交付内定先選定委員会委員

福島県
柴 崎 直 明

柴 崎 直 明

佐 藤 理 夫

石川町企画調整課
後 藤 忍

白沢村役場
佐 藤 理 夫

福島市
篠 田 伸 夫

二本松市
佐 藤 理 夫

本宮市
佐 藤 理 夫

後 藤 忍

田村市環境課環境衛生担当

福島市教育委員会

農林水産省

後 藤 忍

宮畑遺跡啓発事業実行委員会委員 後 藤 忍

会津美里町農林課

国有財産東北地方審議会員 共生ｼｽﾃﾑ理工学類 鈴 木 浩
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・
「新しい時代に対応した都市政策」策定専門小委員会委員
郡山都市圏総合都市交通計画協議会委員長
福島県総合計画審議会委員
福島県土木部指定管理者選定検討会(建築)委員
福島県公共事業評価委員会委員 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・
東北の地域と社会資本を考える懇談会委員 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・
阿武隈川河川整備委員会委員 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・
須賀川市都市計画マスタ－プラン策定委員会委員 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・
福島県尾瀬保護指導委員会オブザ－バ－
福島県環境アドバイザ－ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・
福島県道路防災ドクタ－
福島県自然環境保全審議会委員 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・
福島県都市計画審議会環境影響評価専門小委員会委員 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・
仙台市環境影響評価審査会委員 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ (社)日本騒音制御工学会
騒音・振動による社会調査に関する委員 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

福島県

鈴 木 浩

須賀川市
鈴 木 浩

国土交通省東北地方整備局福島河川国道事務所

国土交通省東北地方整備局
鈴 木 浩

鈴 木 浩

永 幡 幸 司

仙台市
永 幡 幸 司

長 橋 良 隆

福島県
永 幡 幸 司

福島県環境センタ－

塘 忠 顕

福島県

騒音 振動による社会調査に関する委員 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・
阿武隈川河川整備委員会委員 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・
福島県水産業審議会委員
福島県環境ホルモン評価検討員 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・
福島市廃棄物減量等推進審議会委員 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・
顧問 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 文部科学省科学技術政策研究所科学技術動向研究センタ－
専門調査委員 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 独立行政法人国立環境研究所
客員研究員 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 独立行政法人宇宙航空研究開発機構
技術参与 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 独立行政法人科学技術振興機構
共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 財団法人 ダム水源地環境整備センタ－
ダム水源地サポ－ト事業審査認定委員会委員
財団法人 ダム水源地環境整備センター理事
｢ダム水源地ネット｣編集委員長 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 福島県
福島県河川審議会委員 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 千葉県

虫 明 功 臣 ＊

虫 明 功 臣 ＊

地球規模課題対応国際科学技術協力事業平成20年度分科会(審査委員会)委員 虫 明 功 臣 ＊

虫 明 功 臣 ＊
＊平成21年3月退職。（福島大学名誉教授）

虫 明 功 臣 ＊

樋 口 良 之

会津若松市一般廃棄物協業組合
樋 口 良 之

福島市
樋 口 良 之

福島県

難 波 謙 二

永 幡 幸 司

国土交通省東北地方整備局福島河川国道事務所
難 波 謙 二

印旛沼流域水循環健全化会議委員長
平成20年度印旛沼水質改善技術検討会員 共生ｼｽﾃﾑ理工学類 虫 明 功 臣 ＊
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・ 埼玉県
埼玉県の河川整備に関する有識者会議委員 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 財団法人 河川環境管理財団
共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 社団法人 日本下水道協会
下水道政策研究委員会委員 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 社団法人 環境情報科学センタ－
社団法人 環境情報科学センタ－評議員（第16期） 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 気象庁気象研究所
共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 国土交通省関東地方整備局
利根川水系河川整備計画策定に係る有識者会議委員
河川水辺の国勢調査アドバイザ－グル－プ委員 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 国土交通省関東地方整備局京浜河川事務所
共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 東京大学気候システム研究センタ－

共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 社団法人 雨水貯留浸透技術協会
運営審議会委員 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 日本学術会議
日本学術会議連携会員 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

虫 明 功 臣 ＊

河川整備基金助成事業審査部会(調査・試験・研究部門)二次選考委員 虫 明 功 臣 ＊

＊平成21年3月退職。（福島大学名誉教授）

虫 明 功 臣 ＊

鶴見川流域水委員会委員 虫 明 功 臣 ＊

文部科学省「21世紀気候変動予測革新プログラム」「高解像度気候モデ
ルによる近未来気候変動予測に関する研究」運営委員会委員 虫 明 功 臣 ＊

虫 明 功 臣 ＊

虫 明 功 臣 ＊

渇水対策のための人工降雨・降雪に関する総合的研究研究運営委員会委員 虫 明 功 臣 ＊

虫 明 功 臣 ＊

虫 明 功 臣 ＊

・ 日本水大賞委員会
日本水大賞委員会 副委員長、審査部会委員(部会長) 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 特定非営利活動法人 日本水フォ－ラム
日本水フォ－ラム評議員 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 社団法人 日本河川協会
日本河川協会理事
日本水大賞審査部会長
日本水大賞委員会副委員長 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 財団法人 水資源協会
財団法人 水資源協会理事
｢水サロン｣座長 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 国土交通省総合政策局
社会資本整備審議会委員 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 国土交通省
交通政策審議会臨時委員 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 内閣府 地震・火山対策担当
中央防災会議専門委員 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 福島県環境センター
福島県環境アドバイザー
福島県環境影響評価審査会委員
福島県産業廃棄物技術検討会委員 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 喜多方市教育委員会
喜多方市塩川町史編さん専門委員会 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 相馬市役所
相馬市史編さん調査執筆員 共生ｼｽﾃﾑ理工学類 渡 邊 明

渡 邊 明

渡 邊 明

虫 明 功 臣 ＊

虫 明 功 臣 ＊

虫 明 功 臣 ＊

虫 明 功 臣 ＊

虫 明 功 臣 ＊

虫 明 功 臣 ＊

虫 明 功 臣 ＊

・ 人 間 発 達 文 化 学 類

・ 人 間 発 達 文 化 学 類「杜の都まちづくり広場ワークショップ」後援会講師 阿 部 成 治

ふくしまマスタ－ズ６期生会第９回講演会講師(尾瀬の環境に関する講演) 木 村 吉 幸
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・ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類
〃

・ 地域別研修「中東地域統合的水資源管理」に係る講師 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類
〃

・ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類
〃

・ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・
・
・ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

・
・
・ 共生ｼｽﾃﾑ理工学類

福島市環境モニター研修会講師 永 幡 幸 司

平成20年度ふくしまエコ探検隊講師 後 藤 忍
永 幡 幸 司

ごみ焼却余熱有効利用促進市町村等連絡協議会東北地区技術研修会講師 樋 口 良 之

環境教育・学習モデル事業(水生生物調査)での講評と解説 塘 忠 顕

柴 崎 直 明

平成20年度福島県尾瀬保護指導委員会講師 金 澤 等
生 田 博 将

浅 田 隆 志

ス－パ－サイエンススク－ル実験講座講師 小 沢 喜 仁
高 橋 隆 行

「防災・地域フォ－ラム2008in福島」におけるコ－ディネ－タ－ 鈴 木 浩

ふくしま環境・エネルギ－産業ネットワ－ク会議への参加 佐 藤 理 夫

福島市産学連携推進事業平成20年度｢第1回技術ゼミナ－ル｣講師 大 山 大

「裏磐梯エコツ－リズムカレッジ」講師
「地域社会のための気候研究」講演会講師
「地球温暖化防止に係る」講演 渡 邊 明

ふるさと水と土指導員広域研修会講師
平成20年度生活排水対策推進指導員等講習会における講師
第9回南東北｢川・水循環｣ワークショップアドバイザ－ 木 内 豪

○ふくしま環境・エネルギ－フェア2008に出展

・

平成20年12月20日(土)～21日(日) ビックパレットふくしま

○ふくしま産業交流フェア2009に出展

・ 福島大学と山形大学による特別講演会｢環境やエネルギ－について考えてみよう！｣

｢循環型地域に活きる廃食用油脂の燃料化システム｣ 佐藤 理夫(福島大学共生システム理工学類)
平成21年2月21日(土)13：00～16：00 コラッセふくしま４Ｆ多目的ホ－ル

◎共生システム理工学類産業システム工学専攻研究交流会

・ 研究交流会「機能性材料～科学・技術・産業の視点から～」
第一部 講演

｢社会に生きる機能性材料とは｣ 佐藤 理夫(産業システム工学専攻)

第二部 産業システム工学専攻の取組紹介
｢リチウムイオン二次電池用電極材料の解析｣ 生田 博将
｢超高分子量ポリエチレンを接着可能とする技術(イノベ－ションジャパン2008から)｣ 金澤 等
｢環境調和材料への取組－新機能性酸化チタンの開発－｣ 入戸野 修
｢新素材を用いた商品開発の進め方｣ 八代 勉

平成21年3月6日(金)13：30～16：30 福島テルサ 大会議室(あぶくま)

◎共生システム理工学類環境システムマネジメント専攻研究発表会

・ 自然共生・再生研究｢阿武隈川流域水循環系健全化に関する研究｣発表会
テーマ① 水循環系に係る諸問題の現象(因果関係)の理解に関する研究
テ－マ② 既存技術、施策の有効性の検証と新技術の開発研究
テ－マ③ 流域の水、環境マネジメントの総合化に関する研究

｢化学産業・企業と機能性材料｣ 山本 勝己(前愛媛大学教授・元化学経済研究所所長)

持続循環型の産業システムを構築するための｢新エネルギ－・リサイクル・廃棄物管理などの研究｣、豊かな環境
を次世代に残すための｢自然環境を理解するための研究｣などの紹介を行う。

｢福島市産学連携推進事業発のフッ素捕集剤開発と事業化｣ 遠藤 昌敏(山形大学大学院理工学研究科)
｢未来のエネルギ－を支える電池技術｣ 仁科 辰夫(山形大学大学院理工学研究科)

｢都市エリア事業におけるロボットハンド・ア－ム開発プロジェクトの現状と将来構想｣ 高橋 隆行(福島大学共生システム理工学類)

③
記念講演会：虫明 克巳
平成21年3月10日(水)10：00～16：30 ホテルサンル－トプラザ 2Ｆ 芙蓉の間
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総エネルギー投入量１４．

福島大学の総エネルギー投入量は、電力、都市ガス、Ａ重油が主なもので、毎年下記の数量が消費

されています。

金谷川団地では増加していますが、他の附属学校園では横ばいか減少しています。金谷川団地の

増加は、16年度から附属図書館の日曜開館を実施し、17年度から大学会館に入っている購買部や食

堂等の営業時間を延長したり、演習室の補助暖房としてガスストーブを設置、18年度は共生システム理

工学類の７階建 研究実験棟（延面積 3,862㎡ S７）が完成し、照明、空調、研究実験用、19・20年度

は講義棟に冷房設備を設置し、地域と学生へのサービス・研究実験環境の充実に努めた結果によるも

のと考えられます。

低減対策として、電力使用量抑制のため、休憩時間の消灯、未使用教室の消灯、廊下・トイレ等への

人感センサー設置、照明器具のHfタイプへの取替、電球のLED化、エレベ－ターのインバーター化によ

る節電に努めてきました。今後も、節電化を推進します。また、研究室、実験室、演習室等の節電に対

する協力を、学内掲示板で啓発していきます。
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エネルギー消費原単位管理

エネルギ－消費原単位

2.8 ％削減 1.6 ％削減 1.2 ％削減

新エネルギーの利用状況

金谷川団地は、エネルギーの使用の合理化に関する法律第17条第1項の規程に基づき、平成18年

7月11日付けで、第二種エネルギー管理指定工場（指定番号 0994207）に指定されました。

原単位は、前年度比1％の削減を目標とし、エネルギー管理標準を整備し、省エネルギー活動、対

策を実施しています。

附属学校では、平成11年9月から屋上に太陽光発電パネルを設置し、建物で使用する電力の一部と

して使用しています。

太陽光発電

指定に伴い、エネルギー管理員を選任し、エネルギー消費原単位（※）管理を行っています。

※エネルギー消費原単位は、エネルギーの使用量を建物延床で除して得た値としています。

平成17年度 平成18年度 平成19年度

0.02754 0.02678 0.02634

前年比

平成20年度

0.02603

太陽光発電電力量

附属小学校

附属中学校

附属特別支援学校

39,675合 計

年間使用量の18.4％相当

年間使用量の10.9％相当

備 考出 力

10kW

20kW

10kW

40,239 38,45640kW

19,461 20,022 19,180

10,169 10,104

平成18年度
発電量kWh

平成19年度
発電量kWh

平成20年度
発電量kWh

10,045 10,113 9,511 年間使用量の3.6％相当

9,765

前年度比 101.4% 95.6%
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紙の使用量

低減対策としては、両面コピー及び片面使用の排紙等の再利用を促進しています。今後は、学内掲

示板等で協力を呼びかけながら、使用量の削減を実施していくとともに、会議等でのペーパーレスの取

組み拡大について努力しています。

平成19年度 福島大学では、附属小学校の「全国算数授業研究会」、「研究公開」、「公開授業研究

会」の実施及び附属特別支援学校の発達支援相談室「けやき」の活動を中核とした特別支援教育の実

践的研究の開始により、資料用のコピー用紙の使用量が増大していましたが、平成20年度は減少傾向

にあります。

１５．
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水資源投入量１６．

福島大学では、上水を飲料水、手洗い用水、厨房用水等に使用しています。

金谷川団地の上水消費量の約60％は学生寮で使用されておりますが、16年度から20年度は横ばい

でした。また、17年度には、大学会館の営業時間が延長されて、利用者が約50％伸びたことにより、水

道使用量が80％増加、18年度は、研究実験棟の完成により増加、20年度は共生システム理工学類棟

の本格稼働(19年度建物改修工事の完成、大学院の新設)により増加傾向となっています。

削減の取組として、自動水栓、節水型便器等の節水器具へ随時更新を行っています。また、省エネポ

スターの掲示を行い節水を呼びかけています。
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事業エリア内で循環的利用を行っている物質量等

現在、金谷川団地では、水の循環的利用として洗面、トイレ等で一度使用した水を中水処理施設で浄

化し、中水としてトイレの洗浄水で再利用しています。

１７．

金谷川団地で使用される水の約55％が中水で、水の有効利用を行い上水の使用量を削減していま

す。

※15年度の数量は、生活排水処理施設の改

修工事を実施したため、年間実績として把握

できないため、16・17・18・19・20年度としまし
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電力・都市ガス・A重油使用量１８．
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温室効果ガス排出量１９．

温室効果ガス排出量は、エネルギー消費に伴うものと、京都議定書において定められた対象６物質の

排出量をあわせたものをいいますが、ここでは、エネルギー消費による、電力、都市ガス、Ａ重油を対象

とした温室効果ガスの排出に関してのみ示すものとします。

なお、平成18年度に建設した「共生システム理工学類研究実験棟」では、設備関係に環境に配慮した

機器の導入、照明に熱線センサー付自動スイッチ、照度センサーによる調光制御、高率なＬＥＤ照明、Ｈｆ

照明器具を採用し、空調設備に、主にガスヒートポンプエアコンを採用して電力負荷の平準化、電力使

用量の削減およびエネルギ－利用効率の向上を図り、トイレの洗浄水には中水(再利用水）を使用し水

資源の有効利用に配慮しました。
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２０． 大気汚染、生活環境に係る負荷量及びその低減対策

現在、金谷川団地及び附属学校園では、暖房にA重油を燃料とするボイラーを設置しています。運転

中は、常時 排ガスの状況を監視しており、定期的にばい煙測定を行い、大気への窒素・硫黄酸化物の

排出状況を監視しています。

（ｐｐｍ（Ｏ2 4％換算））

0.0029

暖房用ボイラ－ばい煙測定結果(平成21年2月実施)

金谷川団地(No.2) 0.0024 1.4 140

窒素酸化物量

100
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100

ばいじん
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Ｎ）
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化学物質の適正管理

福島大学では、平成17年度より「共生システム理工学類」での教育が開始されたのに伴い、学生実験

や卒業研究等での化学物質の使用量が増大するものと予想されます。そのため、今後、安全マニュア

ル等を整備し、それらを基にして本学の化学物質を扱う職員・学生に対しての安全教育や、化学物質の

使用・排出状況に関するデータの収集・公開等を行いたいと考えています。

教育・研究に使用する化学物質

２１．

福島大学では、研究室及び実験室ごとに化学物質を管理しており、特に危険化学物質については、

毒物及び劇物受払簿により受入量、使用量、現在量等を常時管理しています。また、研究室や実験室

では管理できない化学物質は、薬品管理室において一括管理することで安全性を維持しています。一

方、実験系廃棄物は研究室及び学生実験室ごとにポリタンクに分類・回収し、学内の廃棄物保管室に

て保管の後、専門業者に処分を依頼しています。附属中学校においても重金属類についてはい分別保

管後、大学を通じて専門業者に処分を依頼しています。

ポリタンクに収集 ポリタンクに分類

廃棄物保管室に種類別に保管 廃棄物保管室に種類別に保管
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廃棄物等総排出量及び取組み状況

1．

2．

1．

2．

3．

4．

5．

6 附属特別支援学校では 剪定ゴミ 落ち葉等を堆肥化し 花壇や畑に再利用しています

２２．

金谷川団地では、福島市条例により「可燃物」「不燃物」「ペットボトル」「発泡スチロール」に分別して

専門業者に処理を依頼しています。

金谷川団地全体の廃棄物は増加傾向にあります。主に、大学からの19年度分不燃廃棄物、資源

廃棄物を20年4月にまとめて回収したために、前年度比145％と増加しています。

大学生協からの廃棄物は金谷川団地の30％を占めており、20年度は食堂利用者の増加に伴い、

可燃廃棄物は増加傾向にありますが、不燃廃棄物・資源廃棄物は減少傾向となっています。

取組み状況

金谷川団地では、馬術部が飼っている馬の糞を有機栽培農家に引取ってもらい、それと引き替えに

ワラをもらって敷きワラ等に利用しています。

大学祭で生じた大量のゴミについては、参加者に分別の徹底をお願いしています。

学生寮では、一般ゴミは分別を徹底して処分し、新聞、雑誌、段ボール等の資源ゴミは業者に引

取ってもらってます。また、不要となった自転車やバイクなどは、寮生間での再利用を促していま

す。

附属小学校では、厨房からでる生ゴミを生ゴミリサイクル機で肥料化し、構内の花壇に還元して、

「花いっぱい運動」の取組みに生かしています。また、環境教育の一環として、親子でのゴミ拾い活

動や学校周辺の落ち葉掃き活動等を実施しています。

附属中学校では、周囲の落ち葉を拾って腐葉土として再利用しています。

6．

7．

8．

9．

保健管理センターから排出される「医療系廃棄物」は特別管理産業廃棄物に該当しますので、法律

に基づいて焼却処分しています。処分に当たっては、東北地方800以上の医療機関と取引き実績の

ある、特別管理産業廃棄物取扱い業者に委託しています。

環境サークル Laugh Makerでは、12月にキャンドルナイトを実施しています。500本のロウソク（ロ

ウは大学生協から出た廃油、芯は入学式と学園祭で回収したビラ、容器は学生寮からでる缶を利

用し、全てを手作り。）を灯し、自然本来の夜の美しさ、電気の大切さを呼びかけています。

削減の取組みとしては、ゴミの分別の徹底化と、再利用可能な物品等の学内リユース活動、緑地保

全作業等からでる剪定枝等のマルチング材利用を進め廃棄物の削減を図ってます。また、生協厨房か

らでる生ゴミの再利用等について、検討を行っています。

附属特別支援学校では、剪定ゴミ、落ち葉等を堆肥化し、花壇や畑に再利用しています。

大学生協では、クリーンキャンパス隊を編成して、月曜日から金曜日までの毎日、団地内の清掃を

行っております。
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総排水量２３．

金谷川団地内の排水については、17年度までは、生活排水処理施設において浄化し、法律に定める

排水基準に従って河川に放流してきましたが、18年3月末に福島市公共下水道に接続され排水メーター

を通って公共下水道に放流しています。

附属学校園等は、上水の使用量を排水量としています。

※16,17年度は、生活排水処理施設からの推定放流量

※18・19・20年度、下水道（排水メーター設置）に放流
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グリーン購入の推進

(２)その他の物品、役務の調達に当たっての環境配慮の実績

物品等を納品する事業者、役務の提供事業者、公共工事の請負事業者に対して事業者自身

が、環境物品等の調達を推進するように働きかけています。

各特定調達品目の調達量等については、物品等の調達については、別表「平成20年度特定調

達品目調達実績取りまとめ表」のとおりであり、調達方針において、調達総量に対する基準を満

足する物品等の調達量の割合により目標設定を行う品目ついては、製紙業界による再生紙の

古紙配合率偽装問題(古紙配合率を100％と、実際と違う表示を行った)のあったコピ-用紙以外

全て100％の調達実績となっています。

福島大学では、地球環境問題が21世紀の重要課題の一つであるとの認識に立ち、本学における教

育・研究及びそれに伴うあらゆる活動において、常に環境との調和と環境負荷の低減に努めることを旨

とした「環境物品等の調達の推進を図るための方針」を定めています（本学ホームページで公表）。本学

では、この調達方針に基づき、物品等を納入する事業者、役務の提供事業者、公共工事の請負事業者

に対して、エコマーク商品の情報提供を依頼するとともに、調達方針に準じたグリーン購入を推進するよ

う働きかけています。

２４．

(１)特定調達品目の調達状況

(３)当該年度調達実績に関する評価

平成20年度においては、当初の年度調達目標を達成していると認められる。
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摘要 全調達量 特定調達品目調達量 特定調達品目調達率

コピー用紙 － － 古紙配合率70％を調達

フォ－ム用紙 24.0ｋｇ 24.0ｋｇ 100%

印刷用紙(カラ－用紙を除く) 3,299.0ｋｇ 3,299.0ｋｇ 100%

印刷用紙(カラ－用紙) 4,060.8ｋｇ 4,060.8ｋｇ 100%

トイレットペーパ－ 4278.0ｋｇ 4278.0ｋｇ 100%

テッシュペ-パ－ 1.6ｋｇ 1.6ｋｇ 100%

ボ-ルペン 2,324本 2,324本 100%

マ－キングペン 6,086本 6,086本 100%

鉛筆 1,663本 1,663本 100%

ゴム印等 181本 181本 100%

事務用修正具（テープ、液状） 135本 135本 100%

クラフトテ－プ 59個 59個 100%

粘着テ プ（布粘着） 276個 276個 100%

平成20年度の各分野別の調達量と達成状況は以下のとおりです。

分野

紙類

粘着テ－プ（布粘着） 276個 276個 100%

両面粘着紙テ－プ 276個 276個 100%

製本テ－プ 18個 18個 100%

絵筆 102個 102個 100%

絵の具 207個 207個 100%

のり（液状、個形、テ-プ状等） 711個 711個 100%

ファイル 4,386冊 4,386冊 100%

ファイリング用品 10,004個 10,004個 100%

事務用封筒（紙製） 142,919枚 142,919枚 100%

窓付き封筒（紙製） 800枚 800枚 100%

ノ－ト 574冊 574冊 100%

タックラベル 2,360個 2,360個 100%

インデックス 15,061個 15,061個 100%

付箋紙 3,130個 3,130個 100%

チョ－ク 2,416本 2,416本 100%

グランド用白線 420kg 420kg 100%

いす 941脚 941脚 100%

机 304台 304台 100%
オフィス家具等

文具類
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摘要 全調達量 特定調達品目調達量 特定調達品目調達率

棚 132連 132連 100%

収納用什器（棚以外） 329台 329台 100%

ホワイトボード等 43個 43個 100%

コピ－機等 27台 27台 100%

電子計算機 316台 316台 100%

プリンタ－等 101台 101台 100%

記録用メディア 5,331個 5,331個 100%

電池等 2,369個 2,369個 100%

トナ－・インクカ－トリッジ 2,629個 2,629個 100%

冷蔵庫等 17台 17台 100%

テレビジョン受信機 134台 134台 100%

エアコンデショナ－ 22台 22台 100%

スト-ブ 10台 10台 100%

温水器等 ガス給湯器等 19台 19台 100%

分野

OA機器

家電製品

エアーコンディショナー等

オフィス家具等

蛍光ランプ 2559本 2559本 100%

電球形状ランプ 62個 62個 100%

車用タイヤ 26本 26本 100%

消火器 1本 1本 100%

制服・作業服 制服等 105着 105着 100%

タイルカ－ペット等 313.6ｍ2 313.6ｍ2 100%

ベットフレーム 7台 7台 100%

作業手袋 作業手袋(防災用を含む) 2,065組 2,065組 100%

防災備蓄用品 ペットボボトル飲料水 500本 500本 100%

印刷業務等 726件 726件 100%

全調達量 特定調達品目調達量 特定調達品目調達率

フロ－リング フロ－リング 12ｍ2 12ｍ2 100%

ビニル系床材 ビニル系床材 620ｍ2 620ｍ2 100%

照明機器 照明制御システム 1（工事数） 1（工事数） 100%

空調用機器 ガスエンジンヒ-トポンプ式空気調和機 6台 6台 100%

衛生器具 自動水栓・自動洗浄小便器等 2（工事数） 2（工事数） 100%

衛生器具 水洗式大便器 2（工事数） 2（工事数） 100%

建設機械 排出ガス対策型建設機械 1（工事数） 1（工事数） 100%

消火器

インテリア類

車用タイヤ

役務

平成20年度特定調達品目（公共工事）

照明

52



社会的取組みの状況２５．

１．職場の安全衛生管理

福島大学では、環境報告書を公表するなかで、 環境関連以外の法規制遵守の情報及び今後重

要となる情報等も含めて公表しています。そのいくつかを以下で紹介します。

２ 子育て支援の取組み

産業医による職場巡視は定期的に行い、要改善事項については、安

全衛生委員会委員長から各部局の安全衛生責任者に通知するととも

に、改善の取組み内容についての回答を義務付け、職場の安全衛生

の向上を図っています。

また、上記規程第１８条に定める安全衛生委員会の議事内容につい

ては、学内掲示板で職員に公表しています。

福島大学では安全衛生管理に関しては「国立大学法人福島大学職

員労働安全衛生管理規程」を定めています。この規程は、労働災害防

止のための危害防止基準の確立、責任体制の明確化及び自主的活動

の促進の措置を構ずる等、その防止に関する総合的・計画的な対策を

推進し、職場における職員の安全と健康を確保するとともに、快適な職

場環境の形成を促進することを、目的としています。 職場巡視

改善後

再雇用の勤務形態はフルタイム勤務と短時間勤務とし、再雇用契約時及び契約更新時の労働条件に

ついては、再雇用者の能力、技術及び身体状況、並びに経営環境及び職場の要員の状況等を勘案し

て、再雇用希望者ごとに提示することになっています。

高年齢者雇用安定法の一部改正にともない、各事業場の過半数代表と「定年退職者の再雇用制度対

象者の基準に関する協定」を締結し、継続雇用制度を導入しています。

本学では、全ての構成員が平等であることを前提に、男女共同参画宣言を発表し、｢セクシャル・ハラ

スメント｣を防止する指針と仕組み、さらには教育及び研究の権利を侵害する｢アカデミック・ハラスメン

ト｣を防止する指針と仕組みを整備し、構成員の自覚と自律を呼びかけています。

４．高齢者の雇用

また、職員から苦情が出された場合に対応するため、苦情相談を受ける職員（相談員）を置き、学生生

活を支援することを目的として、学生相談室を置き、メンタヘルスに関すること、セクシャル・ハラスメント

に関すること、アカデミック・ハラスメントに関すること、その他学生生活全般に関することなどの学生の

相談に対応しています。

２．子育て支援の取組み

３．職場環境改善の取組み

福島大学では、職員が仕事と子育てを両立させることができ、職員全体が働きやすい環境をつくること

によって、すべての職員がその能力を十分に発揮できるようにすることを目的に、「次世代育成支援対

策行動計画」を策定しています。20年4月1日から23年3月31までの３年間において、育児経験者への相

談体制の整備、育児休業者の職業能力開発、業務改善の実施による所定外労働時間の削減等を掲げ

ています。

また、小学校就学前の子を養育する場合及び 学童保育施設に託児している小学生の子を迎えに行く

場合には、始業終業の時刻の変更を請求することができる「早出遅出勤務制度」を設けています。
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なお、再雇用希望者の能力及び技術等の向上が必要な場合には、研修等の機会を設けることにして

います。

７．福島大学知的財産ポリシー

福島大学は、自由・自治・自立の精神を尊重しながら、真理を探求し新たな知の創造をめざす教育研

究の場として、幅広く深い教養と高い専門的能力を備えた地域社会に有為な人材の育成を目指していま

す。開かれた大学として、充実した国際的視野をもとに社会における諸問題に関する教育研究の発展に

寄与し、地域をはじめとする人類社会の福祉と持続的な発展に貢献することを理念としています。

大学は 知の創造（研究） 知の継承 知的人材の育成（教育） 知の社会還元（社会貢献）という三つ

５．情報公開制度

福島大学では、独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成18年10月1日施行）に基

づき福島大学の情報公開を実施しています。

６．個人情報保護制度

福島大学では、独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律（平成14年4月1日施行）に

基づき、福島大学が保有する個人情報を保護するとともに、公開を実施しています。

また、関係法令等に基づく教育研究活動等の状況公開が、大学の説明責任を果たすための社会的責

務として位置付け、ホームページや各種刊行物、あるいは直接訪問などの機会を通じて、よりわかりや

すく積極的な情報提供を行っています。

・

・

・

・

本学はの研究者は、公正な研究を推進し、かつ、研究活動における不正が起こらない研究環境を形成

するため、次に掲げる事項を遵守します。

大学は、知の創造（研究）、知の継承・知的人材の育成（教育）、知の社会還元（社会貢献）という三つ

の大きな使命を持っており、これらの使命は三位一体的なもので切り離すことはできません。この教育研

究活動等の持続的かつ自立的な発展を可能とするために、組織として戦略的にこれを活用する体制を

整備して、教育研究等の成果である知的財産の積極的な社会還元を図り、財政基盤を強化することが

必要となっています。

福島大学は、地域の産業界、経済界、地方自治体、各種団体、及び市民等と協働して取り組む体制を

整え、教育研究に基づく知的財産を積極的に社会還元することを使命として、本学の知的財産の保護と

活用・育成の方法について、「福島大学知的財産ポリシー」として広く明示するものです。

８．福島大学における公正研究遂行のための基本方針について

福島大学では、高い倫理観を持って研究活動を遂行するために、以下のように公正研究遂行のため

の基本方針を定めています。

関連の法令等を遵守し、公正な研究を誠実に遂行しなければならない。

研究者としての良心を堅持し、注意深い責任ある態度で研究を実施すること。

不正行為があった場合ただちにその是正に努めなければならない。

９．福島大学における研究上の不正行為に関する取組み

福島大学では、本学の研究者における公正な研究の実施及び研究上の不正行為が発生した場合の

迅速かつ適正な解決を図るため｢福島大学公正研究規則｣｢福島大学公正研究委員会規程｣を定め取組

を行っています。

研究の公正や倫理に関する教育啓蒙を積極的に行うことによって、不正行為を未然に防止するとと

もに、研究倫理に関する事項について周知・徹底を図る。
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・

・

・

・

・

・

・

不正行為に加担しません。

第三者に対して不正行為をさせません。

不正行為が行われようとしていることを知った時、それを防止します。

不正行為をしません。

10．福島大学研究倫理審査について

福島大学では、｢ヒトを対象とする実験及び調査研究等に関する指針」(平成18年1月17日制定)並びに

「動物実験に関する指針」(平成18年1月17日制定)に基づき、ヒトを対象とする実験及び調査研究等並び

に動物実験について下記事項について学長の諮問に応じて倫理的観点から審査を適正かつ円滑に実施

しています。

研究に関する実施計画について。

研究倫理に関する規程に関すること。

11．福島大学研究・実験における規定について

｢福島大学放射線障害予防規程」

放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律(昭和32年法律第167号)の規定に基づ

き 放射線障害の発生を防止し 公共の安全を確保するため 福島大学における放射性同位元素

・

・

・

・

・

・

・

不正を発生させる要因の把握と不正防止計画の策定・実施

遺伝子組換え生物等の使用等の規則による生物の多様性の確保に関する法律(平成15年法律第

97号)、研究開発等に係る遺伝子組換え生物等の第二種使用等に当たって執るべき拡散防止措置等

を定める省令(平成16年文部科学省・環境省令第1号)及びその他の関係法令等に基づき、福島大学

における遺伝子組換え実験の計画及び実験に関し必要な事項を定め、もって実験の安全かつ適切な

実施を図ることを目的として制定しています。

12．福島大学における教育研究費の不正使用に関する取組み

福島大学では、教育研究費の不正使用等が生じないような実効性のある管理・監査体制等を整備する

ための取組みを｢福島大学における教育研究費の管理・監査等実施計画｣を作成し実施しています。

機関内の責任体系の明確化

適正な運営・管理の基盤となる環境の整備

「福島大学遺伝子組換え実験安全管理規程」

モニタリングの在り方

き、放射線障害の発生を防止し、公共の安全を確保するため、福島大学における放射性同位元素、

放射性同位元素によって汚染されたもの及び放射線発生装置の取扱い並びに管理に関し、必要な事

項を定めることを目的として制定しています。

研究費の適正な運営・管理活動

情報の伝達を確保する体制の確立
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13．「平成22年1月福島大学敷地内全面禁煙化」にむけて

平成21年1月に学長宣言が行われ、「22年1月からのキャンパス内全面

禁煙」及び「21年4月 屋外全面禁煙(喫煙は指定場所で！ 歩行禁煙！)

の徹底」に向けて大学ＨＰ、ポスタ－による周知・啓発活動を行っていま

す。

北京オ ピ ク 出場 福島大学関係者競技結果

４走 青木沙弥佳選手（人間発達文化学類4年生時：H20年度卒業）

予選1組 ８位(8月22日・国家スタジアム)

<女子400ｍ障害>

<女子走り幅跳び>

<女子4×400ｍリレ－>

丹野麻美選手(H19年度卒) 予選5組 ４位(8月16日・国家スタジアム)

久保倉里美選手(H16年度卒) 準決勝1組 ７位(8月18日・国家スタジアム)

池田久美子選手(H14年度卒) 予選B組 １０位(8月19日・国家スタジアム)

平成20年8月8日から開幕した北京オリンピックへ、福島大学学生及び卒業生が出場し活躍しました。

１走 久保倉里美選手、２走 丹野麻美選手、３走 木田真有選手(H16年度卒)、

14．北京オリンピック2008出場 福島大学関係者競技結果

<女子400ｍ>

北京五輪日本代表

4×400ｍリレ－選手

福島大学を会場に帰国記者会見
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環境省ガイドラインとの比較
福島大学環境報告書

該当箇所

BⅠ-1 トップメッセージ 1

BⅠ-2 環境報告書の作成に当たって 2

BⅠ-3 大学概要（組織図等） 3

BⅠ-4-2 環境目標実施計画 13

BⅠ-5 環境負荷の状況 15

MP-1-1 環境配慮方針 12

MP-1 環境配慮の取組み体制 16

MP-2 環境に関する規制の取組み 26

MP-3 環境保全経費 31

MP-4 － 金融業などに適用

MP-5 － 生産業などに適用

MP-7 環境配慮の研究開発 17

MP-8 － 生産業などに適用

MP-9 27

MP-10 環境コミュニケ－ション 32

MP-11 環境に関する社会貢献活動 32

MP-12 － 生産・販売業などに適用

MP-6 グリーン購入の推進 50

OP-1 総エネルギー投入量 39

OP-2 紙の使用量 42

OP-3 水資源投入量 43

OP-4 44

OP-5 － 生産・販売業などに適用

OP-6 温室効果ガス排出量 46

OP-7 47

OP-8 化学物質の適正管理 48

OP-9
廃棄物等総排出量および取組
み状況

49

OP-10 総排水量 50

－ 生産・販売業などに適用

社会的取組みの状況 53

環境に関する規制の遵守状況

［１］基本的項目

経営責任者の緒言

報告にあたっての基本的要件

２６．

環境マネジメントの状況

事業活動のマテリアルバランス

事業活動における環境配慮の方針

［２］環境マネジメント等の環境経営に関する状況

環境報告ガイドライン(2007年度版)による項目 頁 記載のない場合の理由

事業の概況(経営指標を含む)

事業活動における環境配慮の取組に関する目標、計
画及び実績等の総括

環境会計情報

環境に配慮した輸送に関する状況

生物多様性の保全と生物資源の持続可能な利用状況

水資源投入量及びその低減対策

事業エリア内で循環的利用を行っている物質量等

環境コミュニケーションの状況

サプライチェーンマネジメント等の状況

環境に配慮した新技術等の研究開発の状況

環境に配慮した投融資の状況

［３］事業活動に伴う環境負荷及びその低減に向けた取組の状況

環境に関する社会貢献活動の状況

環境負荷の低減に資する商品、サービスの状況

グリーン購入・調達の状況

社会的取組みの状況

総エネルギー投入量及びその低減対策

廃棄物等総排出量、廃棄物最終処分量及びその低減
対策

総排水量等及びその低減対策

化学物質排出量、移動量及びその低減対策

環境配慮と経営との関連状況を表す情報・指標(EEI)

総物質投入量及びその低減対策

［４］環境配慮と経営との関連状況

総製品生産量又は総商品販売量

［５］社会的取組の状況

大気汚染、生活環境に係る負荷量及びその低減対策

温室効果ガスの排出量及びその低減対策

57




